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は じ め に 
 
 危険物、液状化物質等の船舶運送中に人命、船体、財貨等に有害な影響を及ぼすおそれのある

貨物については、その取り扱いを適切、かつ、国際的に統一した基準で行うことが要請されてい

る。このため、国際海事機関（IMO）は SOLAS 条約第 VI 章・第 VII 章をはじめ各種の規則・基

準を整備し、その多くは日本国内法にも取り入れられている。これら規則・基準の IMO におけ

る審議の詳細は、危険物、固体貨物及びコンテナ小委員会（DSC 小委員会）に委ねられている。

DSC 小委員会は、危険物、固体ばら積み貨物、コンテナ等貨物の海上運送に係る IMDG コード

（国際海上危険物規程）、BC コード（固体ばら積み貨物の安全実施規則）、CSS コード（貨物の

積付け及び固定に関する安全実施規則）等について審議を行なっている。また、海洋汚染防止条

約附属書Ⅲ（MARPOL 条約）に基づく個品運送の海洋汚染物質の特定及びその運送要件は

IMDG コードにより規定されており、同小委員会への付託事項の一つである。また、ばら積み液

体及び気体物質小委員会（BLG 小委員会）にて検討が行われているばら積み液体危険物の海洋

に対する危険性評価法は、基本的に個品危険物（海洋汚染物質）のそれと同じであり、その運送

に係る国際規則は共にわが国危険物運送規則である「危険物船舶運送及び貯蔵規則（危規則）」

に採り入れられている等、危険物の個品運送及びばら積み運送は相互に密接な関係がある。 
 一方、国連危険物輸送・分類調和専門家委員会（UN 委員会）は、危険物の国際的な安全輸送

要件（危険物の定義、分類、容器及び包装、表示及び標札、危険性評価試験方法及び判定規準

等）及び製造、輸送、貯蔵等の全ての分野における化学物質の分類及び表示の世界的調和

（GHS）についての検討を行っている。UN 委員会で決定された輸送要件や有害化学物質の分類

及び表示の要件は、危険物輸送や GHS に関する国連勧告としてまとめられ、危険物の海上運送

規則である IMDG コードをはじめとする各輸送モードの国際運送基準や各国危険物輸送規則のモ

デル規則及び有害物質の分類表示に関する規則に取り入れられている。 
 DSC 小委員会及び UN 委員会で検討される内容は広範かつ詳細に及んでいるが、国内関連規則

に直接係わりがあることから同小委員会及び委員会への提案については、日本の実状を踏まえた

正確な対応が要請される。 
 こうした背景から、危険物及び特殊貨物の海上運送に関する専門家により構成される本委員会

は、DSC 小委員会及び UN 委員会における各種検討事項について日本の意見を集約し、同小委員

会及び委員会への日本意見をより確実に表明するとともに、関連情報を収集するために同小委員

会等へ専門家を派遣している。また BLG 小委員会及びその作業部会にも専門家を派遣し、最新

の情報を入手し本調査研究に反映させると共に、個品危険物運送に関する専門家の立場から、ば

ら積み危険物の海上運送に係る国際基準の策定に参画している。 
 本報告書は、本委員会の活動の成果をまとめたものである。 
 



-1- 

第 1 章 調査研究の目的及び概要 
 
1.1 調査研究の目的 
 国際海事機関（IMO）の「危険物・固体貨物及びコンテナ小委員会（DSC 小委員会）」及び国

連（UN）の「危険物輸送及び分類調和専門家委員会（UN 委員会）」への対応を検討するために、

危険物及び特殊貨物の海上運送に関する専門家から成る委員会を設置し、我が国関係業界等の意

見を包括的に集約すると共に、専門家を両国際機関委員会に派遣し各国専門家と直接意見や情報

を交換することにより我が国の意見を反映し、危険物及び特殊貨物の安全でスムーズな海上運送

に寄与することを目的とする。 
 
1.2 調査研究の概要 
1.2.1 DSC 小委員会及び UN 委員会への対応 
1.2.1.1 DSC 小委員会への対応 
 IMO 第 8 回 DSC 小委員会及び同編集・技術作業部会（E&T グループ）での審議に対応するた

め「危険物等海上運送国際基準検討委員会」並びに同委員会の下に「危険物運送要件部会」、「特

殊貨物運送部会」及び「危険性評価試験部会」を設置し各国提案文書等の詳細な検討を行い、こ

れら検討結果を踏まえ、DSC 小委員会への日本提案文書案を作成した。更に、危険物及び特殊

貨物の海上運送に係る専門家を DSC 小委員会及び同作業部会に派遣し、危険物等海上運送に係

る国際基準に我が国意見の反映をはかると共に、最新の情報を入手し我が国の海事関係者に周知

した。また、IMO 第 9 回ばら積み化学品及びガス（BLG）小委員会化学薬品安全性及び汚染危

険評価（ESPH）作業部会に専門家を派遣し最新の情報を入手し調査研究に反映させると共に、

個品危険物運送の関する専門家の立場からばら積み危険物の海上運送に係る国際基準の策定に参

画した。 
1.2.1.2 UN 委員会への対応 
 第 23 回及び 24 回国連危険物輸送専門家小委員会（UNSCETDG）並びに第 5 回及び 6 回国連

分類調和専門家小委員会（UNSCEGHS）での審議に対応するため「危険物等海上運送国際基準

検討委員会」の下に「危険物輸送 UN 対応部会」を設置し各国提案文書等の詳細な検討を行い、

これら検討結果を踏まえ、同 UN 小委員会に日本代表委員を派遣し、危険物等海上運送に係る国

際基準に我が国意見及び提案文書の反映をはかると共に、国連勧告に関する最新の情報を入手し

我が国の関係者に周知した。 
1.2.2 委員会の開催 

(1) 危険物等海上運送国際基準検討委員会 
第 1 回会合：平成 15 年 6 月 13 日 
第 2 回会合：平成 16 年 3 月 10 日 

(2) 危険物運送要件部会 
第 1 回会合：平成 15 年 6 月 24 日 
第 2 回会合：平成 15 年 9 月 10 日 
第 3 回会合：平成 15 年 11 月 18 日 

(3) 特殊貨物運送部会 
第 1 回会合：平成 15 年 7 月 1 日 
第 2 回会合：平成 15 年 9 月 11 日 
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第 3 回会合：平成 15 年 11 月 13 日 
その他作業部会：2 回 

(4) 危険性評価試験部会 
第 1 回会合：平成 16 年 1 月 29 日 
その他作業部会：1 回 

(5) 危険物輸送 UN 対応部会 
第 1 回会合：平成 15 年 6 月 20 日 
第 2 回会合：平成 15 年 8 月 1 日 
第 3 回会合：平成 15 年 11 月 19 日 
第 4 回会合：平成 16 年 1 月 20 日 

1.2.3 海外委員会等への派遣 
(1) 第 23 回 UNSCETDG 及び第 5 回 UNSCEGHS：平成 15 年 6 月 30 日～7 月 9 日 
 派遣者： 八十川欣勇 
(2) IMO 第 9 回 BLG 小委員会 ESPH 作業部会：平成 15 年 9 月 1 日～5 日 
 派遣者： 濵田高志 
(3) IMO 第 8 回 DSC 小委員会：平成 15 年 9 月 22 日～26 日 

派遣者： 落合眞和 
濵田高志 

(4) IMO･DSC 小委員会 E&T グループ：平成 15 年 9 月 29 日～10 月 3 日 
 派遣者： 濵田高志 
(5) UNSCETDG 少量危険物作業部会：平成 15 年 10 月 22 日～24 日 
 派遣者： 八十川欣勇 
(6) 第 24 回 UNSCETDG 及び第 6 回 UNSCEGHS：平成 15 年 12 月 3 日～13 日 

 派遣者： 八十川欣勇 
   三宅庸雅 
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第 2 章 国際海事機関 危険物、固体貨物及びコンテナ小委員会 
 

2.1 第 8 回 DSC 小委員会への対応 

 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び関連部会において第 8 回 DSC 小委員会提案文書概

要（付録 1.1）を作成し、これに基づき審議検討を行った。その検討結果を同付録 1.1 に示す。

また、委員会及び関連部会が準備し、DSC 小委員会に提出された日本提案を付録 3 に示す。 
 
2.2 DSC 小委員会等審議概要 
2.2.1 第 8 回 DSC 小委員会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成15年9月22日～26日 ロンドンIMO本部 
② 参加国又は機関 

アルジェリア、アルゼンチン、豪、バハマ、バングラディッシュ、ベルギー、ブルネイ、

カナダ、チリ、中国、コロンビア、コートジボアール、キューバ、北朝鮮、デンマーク、

エクアドル、エジプト、エストニア、フィンランド、仏、独、ギリシャ、イラン、イス

ラエル、イタリア、日本、ラトビア、レバノン、リベリア、マルタ、マーシャル諸島、

メキシコ、モロッコ、蘭、ナイジェリア、ノルウェー、パナマ、ペルー、フィリピン、

ポーランド、ポルトガル、韓国、ルーマニア、ロシア、シンガポール、スペイン、ス

ウェーデン、スイス、トルコ、ウクライナ、英国、米国、ベネゼエラ、香港、OAS、
ICS、ISO、IUMI、ICFTU、BIMCO、IACS、ICHCA、CEFIC、OCIMF、IICL、IFSMA、

IRU、DGAC、INTERCARGO、IBTA及びVOHMA 
③ 議長等 

議 長：Mrs. Olga Pestel Lefevre (仏) 
副議長： Capt. J. Pablo Heusser （チリ） 
事務局：Mr. Min Kyung-Rea & Mr. I. Rahim 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
植村 忠之 在連合王国大使館一等書記官 
松本 友宏 国土交通省海事局 
太田  進 海上技術安全研究所 
小島 隆志 海上技術安全研究所 
赤塚 宏一 日本船主協会（ロンドン） 
落合 眞和 日本船主協会 
八住 俊秀 日本鉱業協会 
梶田 智弘 日本造船研究協会 
濵田 高志 日本海事検定協会 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② 他のIMO機関の決定 

③ 国連勧告との調和を含むIMDGコード及び追補の改正 

④ 固体ばら積み貨物の性状評価を含むBCコードの見直し 

⑤ 貨物固定マニュアル 
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⑥ 海難及び事故報告並びにその分析 

⑦ ターミナル代表者のための固体ばら積み貨物荷役マニュアルの策定 

⑧ コンテナの重大構造欠損に関するガイダンス 

⑨ 海上保安強化の対策 

⑩ ばら積み貨物船の船舶／ターミナル間のインターフェースの改善 

⑪ ばら積み貨物船の隔倉積み禁止 

⑫ DSC 9の作業計画及び議題 

⑬ 2004年議長及び副議長の選出 

⑭ その他の議題 

⑮ 海上安全委員会への報告 
 (3) 審議結果一覧 
 表 2.2.1 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 1.1 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 1.2 に示す。 
 

表 2.2.1 DSC 8 審議結果一覧表（1/3） 
（平成15年9月22日～26日、ロンドン） 

議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

1 8/1 事務局 暫定議題 － － 
 8/1/1 事務局 暫定議題の注釈 － － 
2 8/2 事務局 SOLA条約締約国会議、MSC、MEPC、FAL及び

関連小委員会の決定 
－ － 

 8/2/Add.1 事務局 MSC 77の結果 適 宜 各関連議題にて

検討 
 8/2/Add.2 事務局 MSC 77の結果 適 宜 各関連議題にて

検討 
 8/2/1 事務局 C90の結果 適 宜 各関連議題にて

検討 
 8/2/2 事務局 MEPC49の報告 適 宜 各関連議題にて

検討 
3 8/3 E＆T ETグループの報告（IMDGコードﾞ第32回改正） 適 宜 承認 
 8/3/Add.1 E＆T ETグループの報告（IMDGコードﾞ第32回改正） 適 宜 承認 
 8/3/1 事務局 IMDGコードの改正（保安規定） 適 宜 ノートされた。

 8/3/2 事務局 INDGコード改正案 適 宜 合意 
 8/3/3 ドイツ IMDGコードの改正（ETグループによるドイツ提

案の検討結果） 
適 宜 一 部 合 意

（E&T） 
 8/3/4 ドイツ MARPOL条約ANNEXⅢの見直し（海洋汚染物質

に関する今後の規制） 
適 宜 継続審議 

 8/3/5 and  
Corr.1 

英国 IMOタイプポータブルタンクに関するMSCサー

キュラー 
支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/6 オランダﾞ IMDGコードの改正（液体・固体エントリー） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/7 フランス IMDGコードの改正（エアゾール UN1950） 支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/8 フランス IMDGコードの改正（緊急措置） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/9 フランス IMDGコードの改正（PI P200） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/10 フランス及

びベルギー 
IMDGコードの改正（保安規定） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
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表 2.2.1 DSC 8 審議結果一覧表（2/3） 
議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

3 8/3/11 DSC議長 少量危険物規定に関する国連委員会非公式作業

部会の検討結果 
適 宜 ノートされた。

 8/3/12 日本 IMDGコードの改正（保安規定の取り入れ） － 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/13 オランダ IMDGコードの改正（UN1942、  UN2067及び

UN3375とclass4.1物質の隔離） 
支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/14 英国 MARPOL条約ANNEXⅢの見直し 適 宜 継続審議 
 8/3/15 スペイン IMDGコードの改正（PI P800） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/16 韓国 IMDGコードの改正（コンタクトポイントリスト

の改正） 
適 宜 合意（E&T） 

 8/3/17 韓国 IMDG コードの改正（“ maximum permissible 
load”の定義） 

支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/18 ノルウェー IMDGコードの改正（UN3065 PGⅢ） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/19 ベルギー IMDGコードの改正（フレキシブル中型容器の保

護規定） 
支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/20 ベルギー IMDG コ ー ド の 改 正 （ UN3360 FIBRES, 

VEGITABLE, DRY） 
支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/21 ベルギー IMDGコードの改正（新バルクコンテナ規定） 適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/22 オランダ MARPOL条約ANNEXⅢの見直し（GHSの実施） 適 宜 継続審議 
 8/3/23 ドイツ IMDGコードの改正（UN1836 及びUN1889） 支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/24 ドイツ IMDGコードの改正（熱源からの保護） 適 宜 継続審議 
 8/3/25 ドイツ IMDGコードの改正（放射性物質の運送スケ

ジュール） 
反 対 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/26 ドイツ IMDG コードの改正（ UN2789 及び UN2790 と

UN1848の比較） 
適 宜 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/27 ドイツ IMDGコードの改正（UN3090 及びUN3091） 支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/28 ドイツ IMDGコードの改正（UN3363） 適 宜 修 正 合 意

（E&T） 
 8/3/29 ドイツ IMDGコードの改正（塩化第一水銀） 支 持 原 則 合 意

（E&T） 
 8/3/30 米国 IMDGコードの改正（隔離グループ） 適 宜 不採用（次回再

検討） 
 8/INF.2 ドイツ MARPOL条約ANNEXⅢの見直し（海洋汚染物質

に関する今後の規制） 
適 宜 継続審議 

4 8/4 事務局 DSC7WGの報告 適 宜 承 認 
 8/4/1 事務局 MSC 76の審議結果 適 宜 ノートされた。

 8/4/2 フランス 硝酸アンモニア肥料のばら積み運送 適 宜 DSC サ ー キ ュ

ラー 
 8/4/3 日本 BC コードの強制化 － 継続審議 
 8/4/4 日本 BC コード案に対するコメント － 継続審議 
 8/4/5 フィンラン

ド 
チタン鉄鉱のばら積み運送 適 宜 継続審議 

 8/INF.4 オランダ フェロシリコンの事故 適 宜 ノートされた。

 8/INF.5 ノルウェー フェロシリコンの事故 適 宜 ノートされた。

5 8/5 事務局 貨物固定マニュアル 適 宜 ノートされた。

 8/5/1 IACS バラスト水管理に関する安全面（貨物関連）の

問題について 
支 持 合意 

 8/5/2 ロシア 非標準化貨物情報のフォーム 適 宜 継続審議 
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表 2.2.1 DSC 8 審議結果一覧表（3/3） 
議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

6 8/6 事務局 海難及び事故の報告及び分析 適 宜 ノートされた。

 8/6/1 ベルギー CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/6/2 カナダ CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/6/3 オランダ CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/6/4 韓国 CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/6/5 ベルギー CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/6/6 ドイツ CIPの検査結果 適 宜 ノートされた。

 8/INF.3 ドイツ 海難･事故報告及びその分析 適 宜 DSC サ ー キ ュ

ラー 
7 8/7 事務局 ターミナル代表者のためのばら積み固体貨物荷

役マニュアルの策定 
適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
 8/7/1 IBTA ターミナル代表者のためのばら積み固体貨物荷

役マニュアルの策定 
適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
8 8/8 事務局 コンテナの構造上の重大欠陥に関するガイダン

ス 
適 宜 ノートされた。

 8/8/1 ISO ISO TC104の報告 支 持 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
 8/8/2 スペイン コレスポンデンスグループの報告 適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
 8/8/3 ICS コンテナの構造上の重大欠陥に関するガイダン

ス 
適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
 8/8/4 IICL コンテナの構造上の重大欠陥に関するガイダン

ス 
適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
 8/8/5 英国 コレスポンデンスグループの報告へのコメント 支 持 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
9 8/9及び 

8/9/Add.1 
事務局 海上保安強化のための措置 適 宜 継続審議（コレ

スポンデンスグ

ループ） 
10 8/10 事務局 バルクキャリアーのための船舶／ターミナル イ

ンターフェイスの改善 
適 宜 MSC サ ー キ ュ

ラー 
（議題削除） 

11 8/11 事務局 バルクキャリアーの隔倉積み禁止 適 宜 ノートされた。

（議題削除） 
 8/11/1 事務局 DE 46の審議結果 適 宜 ノートされた。

（議題削除） 
12 8/12 事務局 DSC小委員会への付託事項 適 宜 ノートされた。

13 － － 2004年の議長及び副議長の選出 － － 
14 8/14 事務局 BLUコードの適用 適 宜 作業項目として

追加 
 8/14/1 フランス及

びカナダ 
SOLAS Ⅱ-2/54規則及びⅡ-19規則への適合証書 適 宜 作業項目として

追加 
 8/14/2 事務局 IMDGコードの実施に関するトレーニングコース 適 宜 ノートされた。

15 － － 海上安全委員会への報告 － － 
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2.2.2 DSC 小委員会編集･技術作業部会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成 15 年 9 月 29 日～10 月 3 日 ロンドン IMO 本部 
② 参加国又は機関 

バハマ、バングラディッシュ、ベルギー、デンマーク、フィンランド、仏、独、日

本、モロッコ、蘭、ノルウェー、韓国、スウェーデン、スイス、英国、米国、

CEFIC、ICS、IRU、VOHMA 及び WNTI 
③ 議長等 

議 長：Ms. Olga P. Lefevre（仏） 
事務局：Mr. I. Rahim 

④ 我が国からの出席者 
濵田高志 日本海事検定協会 

(2) 主な議題: 
① IMDG コード第 31 回改正内容の訂正 
② IMDG コード第 32 回改正案 
③ IMO タイプポータブルタンクの使用に関するサーキュラーの作成 

(3) 審議の概要 
 審議の概要を付録 1.3 に示す。 
 
2.2.3 第 9 回 BLG 小委員会 ESPH 作業部会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成15年9月1日～5日 ロンドンIMO本部 
② 参加国又は機関 

ベルギー、独、フランス、日本、マレーシア、蘭、ノルウェー、パナマ、ロシア、ス

ウェーデン、英、米、IAPH、ICS、CEFIC、INTERTANKO、DGAC及びIPTA 
③ 議長等 

議 長：Mrs. M.C. Tiemens-Idzinga（蘭） 
事務局：Mr. J. Crayford 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
岡村 敏  日本造船研究協会 
石綿 雅雄 日本化学工業協会 
吉田 千秋 理工学振興会 
濵田 高志 日本海事検定協会 

(2) 議 題 
① 新規物質の評価 
② 汚染分類決定のための基準の策定 
③ 洗浄剤の評価 
④ MEPC.2／Circ.8の見直し 
⑤ 混合物の危険性評価方法 

 (3) 審議の概要 
 審議の概要を付録 1.4 に示す。 
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第 3 章 国連危険物輸送及び分類調和専門家委員会 
 

3.1 第 23 回及び 24 回 UNSCETDG への対応 

 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び危険物輸送 UN 対応部会において、それぞれ第 23

回及び 24 回 UNSCETDG 提案文書概要（付録 2.1 及び 2.4）を作成し、これに基づき審議検討を

行った。その検討結果を同付録 2.1 及び 2.4 に示す。 
 
3.2 第 5 回及び 6 回 UNSCEGHS への対応 
 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び危険物輸送 UN 対応部会において、それぞれ第 5 回

及び 6 回 UNSCEGHS 提案文書概要（付録 2.6 及び 2.8）を作成し、これに基づき審議検討を行っ

た。その検討結果を同付録 2.6 及び 2.8 に示す。 
 
3.3 UNSCETDG 等審議概要 
3.3.1.1 第 23 回 UNSCETDG 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成15年6月30日～7月4日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、中国、チェコ、フィンラド、フラ

ンス、ドイツ、インド、イタリア、日本、メキシコ、オランダ、ﾉルウェー、ポーラン

ド、ポルトガル、ロシア、スペイン、南アフリカ、スウェーデン、英国、米国、バハマ、

ギリシャ、スイス、チュニジア、EC、IAEA、IMO、OTIF、UNEP/SBC、WHO、ABSA、

AEGPL、AISE、CEFIC、CGA、CTIF、DGAC、EIGA、FIATA、IATA、ICCA、ICCR、

ICDM、ICPP、IFDI、ISO、ITCA及びUIC 
③ 議長等 

議 長：Mr. S. Benassai (イタリア） 
副議長： Mr. F. Wybenga (米国) 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
梅村 浩司 日本舶用品検定協会 

大井 征史 国土交通省海事局検査測度課 

津金 秀樹 経済産業省原子力安全・保安院保安課 

中島 紀昭 全日本火薬類保安協会 

八十川 欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会 

吉田 千秋 理工学振興会･東京工業大学 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② ガス輸送 

③ 爆発物､自己反応性物質及び有機過酸化物 

(a) 煙火の分類 

(b) 関連提案 

④ 容器(小型､中型及び大型) 

(a) 国連容器要件の評価 
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(b) 性能試験（振動試験及び貫通試験） 

(c) 関連提案（第4.1、6.1、6.3、6.5及び6.6章） 

⑤ 少量危険物 

⑥ 危険物のリスト､分類及び包装 

(a) 次亜塩素酸カルシウム 

(b) 関連提案（第２及び３部） 

⑦ 化学品の分類及び表示に関する世界調和システム(GHS) 
(a) 水生環境有害性 

(b) その他 

⑧ IAEA 放射性物質安全輸送規則との調和 

⑨ モデル規則改正関連提案 

⑩ 事故報告手順 

⑪ 緊急措置の標準化 

⑫ モデル規則の策定原則指針 

⑬ その他の事項 

⑭ 報告書の承認 
 

 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.1 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.1 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.2 に示す。 
 

表 3.3.1 UNSCETDG 23 審議結果一覧表（1/2） 
（平成15年6月30日～7月4日、ジュネーブ） 

議題 
文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 結  果 

1 03/1 事務局 文書リスト 資 料 資料 

02/7 AEGPL 小型ガス容器(UN2037)の品名等 賛 成 不採択 

02/8 AEGPL 小型ガス容器(UN2037)の一般要件 適 宜 取り下げ 

02/57 オーストリア SP191の改正 適 宜 新提案 

02/81 スウェーデン P204案に対する意見 賛 成 取り下げ 

03/4 EIGA PI P200に対する改正提案 適 宜 不採択 

03/12 EIGA UN1010及びUN1012の品名改正 適 宜 継続検討 

03/21 米国 MEGCs要件に関する改正提案 適 宜 修正提案 

2 

03/28 米国 ガス用圧力容器に関する提案 適 宜 具体的提案 

03/14 オランダ 煙火の分類基準 適 宜 W/G検討資料 

03/20 米国 煙火の無試験分類システム(DCS) 適 宜 W/G検討資料 

03/25 CTIF 煙火の分類基準及び火薬類の表示 適 宜 持ち越し 
3a 

C3/42/A2 事務局 煙火W/G報告書 資 料 W/G検討資料 

3b 03/13 スペイン ANEのSP309の改正 適 宜 修正提案 

4a 03/16 オランダ UN容器要件の評価 適 宜 個別対応 

03/10 英国 モデル規則の容器試験(ISO 16104)の参照 適 宜 新提案 
4b 

03/27 米国 IBCsの試験要件 適 宜 *採択 

03/6 英国 医薬用エアゾール及び小型ガス容器 賛 成 継続検討 
4c 

03/7 英国 廃棄/再利用エアゾールの包装方法 賛 成 修正提案 
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表 3.3.1 UNSCETDG 23 審議結果一覧表（2/2） 

（平成15年6月30日～7月4日、ジュネーブ） 

議題 
文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 結  果 

03/8 英国 医療廃棄物のばら積み輸送 適 宜 *採択 
4c 

03/9 英国 ガス以外の物質のシリンダーによる輸送 賛 成 修正提案 

02/59  ドイツ チオ乳酸(UN2936)の分類替え 適 宜 取り下げ 

03/5 フランス UN2015(過酸化水素)のタンク基準の改正 適 宜 採択 

03/11 英国 UN3373(診断用標本)のSP319の改正 適 宜 採択 

03/17 ICCA UN2662(ハイドロキノン)の分類 賛 成 *採択 

03/18 南アフリカ 危険物リストの含有率の表現 賛 成 持ち越し 

03/19 フランス 区分4.1 SRSの分類基準 賛 成 持ち越し 

03/22 米国 吸入毒性物質の要件 賛 成 趣旨採択 

03/23 米国 UN1230(メタノール)の新SP 反 対 取り下げ 

6b 

03/26 オーストリア 鋼及びアルミへの固体物質の腐食性 適 宜 新提案 

7b 03/15 オランダ 対応すべき問題及び作業構成(GHS関連) 適 宜 個別対応 

03/2 IAEA IAEA輸送規則(2003年版)小改訂 適 宜 資料 

03/3 IAEA IAEA輸送規則(2003年版)改訂案 適 宜 資料 8 

03/24 事務局 IAEA規則改正に伴なう国連勧告改正案 適 宜 資料 
 
 
3.3.1.2 UNSCETDG 少量危険物作業部会審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成15年10月22日～24日 カナダ運輸省 
③ 参加国又は機関 

オーストラリア、ベルギー、カナダ、フランス、ドイツ、イラン、イタリー、日本、オ

ランダ、英国、米国、ICAO DGP、IMO、IAEA、IATA、IECC、危険物荷主協会(米国)、

カナダ化学品製造者協会、CCSPA、カナダ塗料工業会、COSTHA、欧州塗料、CEPE及
び欧州エアゾール連盟 

③ 日本からの出席者（敬称略） 
八十川 欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会 

(3) 審議事項 
 少量危険物に関する輸送モード規則間の調和を図るための検討 
(2) 審議の概要 
 審議の概要を付録2.3に示す。 
 
 
3.3.2 第 24 回 UNSCETDG 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成15年12月3日～13日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、チェコ、フィン

ラド､ フランス、ドイツ、イタリア、日本、オランダ、ﾉルウェー、ポーランド、 ポル

トガル、ロシア、スペイン、南アフリカ、スウェーデン、英国、米国、アルジェリア、

ブルガリア、ギリシャ、ルーマニア、スイス、EC、IAEA、ICAO、IMO、OTIF、WHO、

ABSA、AISE、CTIF、DGAC、EBRA、FEA、FIATA、IATA、ICCA、ICCR、ICDM、
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IECC、ICPP、IFDI、ISO、VOHMA、SEFEL及びUIC 
③ 議長等 

議 長：Mr. S. Benassai (イタリア） 
副議長： Mr. F. Wybenga (米国) 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
津金  秀樹 経済産業省原子力安全・保安院保安課 

中島  紀昭 全日本火薬類保安協会 

三宅 庸雅 日本海事検定協会 

八十川  欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会 

吉田  千秋 理工学振興会･東京工業大学 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② ガス輸送 

③ 爆発物､自己反応性物質及び有機過酸化物 

(a) 煙火の分類 

(b) 硝安エマルジョン 

(c) 関連提案 

④ 容器(小型､中型及び大型) 

(a) 国連容器要件の評価 

(b) 性能試験（振動試験及び貫通試験） 

(c) 関連提案（第4.1、6.1、6.3、6.5及び6.6章） 

⑤ 少量危険物 

⑥ 危険物のリスト､分類及び包装 

(a) 次亜塩素酸カルシウム 

(b) 関連提案（第２及び３部） 

⑦ 化学品の分類及び表示に関する世界調和システム(GHS) 
(a) 水生環境有害性 

(b) 健康有害性 

(c) 物理化学的危険性 

⑧ IAEA 放射性物質安全輸送規則との調和 

⑨ モデル規則改正関連提案 

⑩ 事故報告手順 

⑪ 緊急措置の標準化 

⑫ モデル規則の策定原則指針 

⑬ その他の事項 

⑭ 報告書の承認 
 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.2 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.4 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.5 に示す。 
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表 3.3.2 UNSCETDG 24 審議結果一覧表 

（平成15年12月3日～13日、ジュネーブ） 

議題 
文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備 考･結 果 

03/30 事務局 文書リスト 資 料 資料 
1 

03/46 事務局 会合期日変更(議事予定表) 資 料 資料 

03/42 米国 SP190及びSP191の改正 適 宜 取下げ 

03/43 米国 MEGCsの要件に関する改正 適 宜 次回持越し 2 

03/51 FEA エアゾールに対する温水槽試験の代替 適 宜 次回新提案 

3a C3/46/A1 報告書 煙火W/G報告書 適 宜 W/G検討資料 

3b 03/31 スペイン ANEの定義 適 宜 W/G検討資料 

03/19 フランス 区分4.1 SRSの分類基準 賛 成 次回新提案 
3c 

03/33 ノールウェイ 区分5.2の新標札 適 宜 次回新提案 

03/37 英国 ISO 16104(容器試験)の参照 適 宜 取下げ 4a 

03/57 オランダ UN容器要件の評価 適 宜 次回具体的提案 

4b 03/44 スペイン 貫通試験に関する提案 適 宜 新提案(仏) 

03/9 英国 ガス以外の物質のシリンダーによる輸送 賛 成 取下げ 

03/32 スペイン UN2809(水銀)の包装基準 適 宜 採択 

03/35 英国 廃棄/再利用エアゾールの包装方法 適 宜 不採択 

03/36 英国 医薬用エアゾール及び小型ガス容器 適 宜 *採択 

03/38 英国 4.1.1.8項の圧力安全装置 適 宜 *採択 

03/39 英国 容器規定に関する各種提案 適 宜 *採択 

03/56 豪州 複合IBCｓの積重ね要件 適 宜 取下げ 

4c 

C3/46/51 報告書 医療廃棄物のばら積み輸送 適 宜 採択 

5 24/INF8 カナダ LQWG報告書 適 宜 次回正式提案 

6a 03/34 米国 次亜塩素酸カルシウム 賛 成 採択 

03/18 南アフリカ 危険物リストの含有率の表現 賛 成 *採択 

03/29 南アフリカ ﾄﾘｸﾛﾛｲｿｼｱﾇﾙ酸の分類 適 宜 情報要請 6b 

03/47 オーストリア 鋼及びアルミへの固体物質の腐食性 適 宜 採択 

7a 03/58 オランダ 水生環境有害 適 宜 趣旨採択 

7b    適 宜  

7c 03/54 米国 引火性液体の分類基準の調和 適 宜 不採択 

8      

03/48 米国 吸入毒性物質(TIH)の要件 適 宜 不採択 

03/49 米国 輸送書類(追加品名)要件 適 宜 取り下げ 

03/52 米国 輸送書類の記載順序 適 宜 *採択 
9 

03/55 米国 表示要件(天地無用表示) 適 宜 *採択 

10 03/50 事務局 事故報告作成手順 資 料 資料 

11      

12      

03/40 FIATA 国連モデル規則と輸送モード規則との差異 適 宜 資料 

03/41 事務局 EBRAのSCERDGへの参加要請 適 宜 採択 13 

03/45 事務局 ECOSOC決議(2003/64) 情 報 情報 
 
 
3.3.3 第 5 回 UNSCEGHS 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成15年7月7日～9日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、チェコ、フィン
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ラド､ フランス、ドイツ、イタリア、日本、オランダ、ﾉルウェー、南アフリカ、ス

ウェーデン、英国、米国、ブルガリア、セネガル、スイス、ザンビア、UNITAR、ILO、

EC、OECD、AISE、CEFIC、EIGA、FIPCM、DGAC、ICCA、ISO及びSDA 

③ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
菅 陽二  経済産業省製造産業局 

城内 博  日本大学大学院理工学研究科 

関口 秀俊 東京工業大学 

津金  秀樹 経済産業省原子力安全・保安院保安課 

中島  紀昭 全日本火薬類保安協会 

行木 美弥 環境省総合環境政策局環境保健部環境安全課 

樋口 政純 厚生労働者省医薬局審査管理課 

藤原 修三 産業技術総合研究所 

八十川  欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会 

吉田  千秋 理工学振興会･東京工業大学 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② 会期外通信作業部会報告 

③ 他の国際機関との協力 

④ 化学品の分類及び表示に関する世界調和システム(GHS)の改正提案 

⑤ GHSの実施 

⑥ 管理能力強化 

⑦ その他の事項 

⑧ 報告書の承認 

 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.3 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.6 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.7 に示す。 
 

表 3.3.3 UNSCEGHS 5 審議結果一覧表 
（平成15年7月7日～9日、ジュネーブ） 

文書 

番号 

議

題 

提案 

国等 
文  書  標  題 対 応 結  果 

03/1 4 EIGA 毒性ガス混合物の分類 適 宜 継続 

03/2 3 OECD 陸生環境有害に関するOECD報告 適 宜 報告 

03/3 3 UNEP オゾン破壊物質の分類及び表示 適 宜 報告 

03/4 3 BC.Sec バーゼル条約上の廃棄物の分類と有害特性 適 宜 報告 

03/5 4 フランス 自己反応性物質の分類 賛 成 取り下げ 

 
 
3.3.4 第 6 回 UNSCEGHS 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成15年12月10日～12日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、チェコ、フィン
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ラド､ フランス、ドイツ、ギリシャ、イタリア、日本、オランダ、ﾉルウェー、南アフ

リカ、スペイン、スウェーデン、英国、米国、ロシア、セルビア・モンテネグロ、

UNEP、UNITAR、ILO、WHO、CEC、OECD、AISE、CEFIC、EIGA、FIPCM、DGAC、

ICCA、ISO、IPIECA及びSDA 

③ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
菅 陽二  経済産業省製造産業局 

城内 博  日本大学大学院理工学研究科 

津金  秀樹 経済産業省原子力安全・保安院保安課 

中島  紀昭 全日本火薬類保安協会 

行木 美弥 環境省総合環境政策局環境保健部環境安全課 

樋口 政純 厚生労働者省医薬局審査管理課 

藤原 修三 産業技術総合研究所 

三宅 庸雅 日本海事検定協会 

八十川  欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会 

吉田  千秋 理工学振興会･東京工業大学 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② GHSの改正提案 

③ 会期外通信作業部会報告 

④ 危険物輸送勧告との調和 

⑤ 他の国際機関との協力 

⑥ GHSの実施 

⑦ キャパシティ・ビルディング 

⑧ その他の事項 

⑨ 報告書の承認 

 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.4 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.8 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.9 に示す。 
 

表 3.3.4 UNSCEGHS 6 審議結果一覧表 
（平成15年12月10日～12日、ジュネーブ） 

文書 

番号 

議

題 

提案 

国等 
文  書  標  題 対 応 結  果 

03/6 2 フランス他 オゾン破壊物質の分類及び表示 適 宜 継続 

03/7 2 EIGA 毒性ガス混合物の分類 適 宜 継続 

03/8 5 米国他 バーゼル条約上の廃棄物の分類と有害特性 適 宜 趣旨採択 

03/9 2 OECD 水反応毒性物質等の分類 適 宜 継続 

03/10 8 事務局 ECOSOC決議 (2003/64) 情 報 報告 
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お わ り に 
 
 海上運送される危険物や特殊貨物は極めて種類が多く運送に係る要件も多岐にわたっている。

従って、多くの技術分野の専門家集団により、海上運送に関する検討がなされ安全策を講じてい

る。日本の代表として IMO 及び UN 等の国際会議に参加している団員は、多くの技術分野の専

門家集団により検討された的確な結論を基に立脚された意見を述べ討議に参加している。すなわ

ち、国際会議での議論の前に、日本において専門家集団による十分な情報交換、議論、分析、検

討、そして結論付けがおこなわれていなければならない。このような、組織化された専門集団に

よる検討がなければ、国際会議での日本の議論は、表面的で形式的な空疎なものになりかねない。 
 先進工業国であり、工業製品の種類も多い日本の取り扱う貨物は、当然多様でありなものとな

る。そのため、上記専門家集団の活躍が極めて重要であり、その活動は単に国内問題に留まらず

世界の海事の安全に繋がるといってよい。 
 日本における専門家集団に対応している本委員会では、IMO 及び UN 委員会に提出される諸問

題を検討するだけでなく、独自に調査課題を設定して、その解決策を探求し、地道で総合的な活

動を行うことにより危険物や特殊貨物の安全運送の確保に寄与している。 
 なお、本委員会では、来年度以降も引き続き IMO 及び UN への各国の提案文書を詳細に検討

し、各種安全基準の改善に努める予定である。 
 本報告書の作成にあたり、ご協力いただいた関係各位に厚く謝意を表するとともに、本報告書

が海上運送の安全の一助となれば幸である。 
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付録 1.2  第 8 回 DSC 小委員会審議概要 

 
１ 会合の概要 
(1) 平成 15 年 9 月 22 日～26 日（ロンドン IMO 本部） 
(2) 参加国又は機関 

アルジェリア、アルゼンチン、豪、バハマ、バングラディッシュ、ベルギー、ブルネイ、カナダ、

チリ、中国、コロンビア、コートジボアール、キューバ、北朝鮮、デンマーク、エクアドル、エ

ジプト、エストニア、フィンランド、仏、独、ギリシャ、イラン、イスラエル、イタリア、日本、

ラトビア、レバノン、リベリア、マルタ、マーシャル諸島、メキシコ、モロッコ、蘭、ナイジェ

リア、ノルウェー、パナマ、ペルー、フィリピン、ポーランド、ポルトガル、韓国、ルーマニア、

ロシア、シンガポール、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、ウクライナ、英国、米国、

ベネゼエラ、香港、OAS、ICS、ISO、IUMI、ICFTU、BIMCO、IACS、ICHCA、CEFIC、OCIMF、
IICL、IFSMA、IRU、DGAC、INTERCARGO、IBTA 及び VOHMA 

(3) 議長等 
議 長：Ms. Olga P. Lefevre（仏） 
副議長：Capt. J. Pablo Heusser （チリ） 
日本からの参加者： 植村忠之（在英日本大使館） 
（敬称略）  松本友宏（国土交通省海事局） 

太田進（独立行政法人海上技術安全研究所） 
小島隆志（独立行政法人海上技術安全研究所） 
梶田智弘（(社)日本造船研究協会） 
赤塚宏一（(社)日本船主協会（ロンドン）） 
落合眞和（(社)日本船主協会） 
八住俊秀（日本鉱業協会） 
濵田高志（(社)日本海事検定協会） 

 
２ 審議概況 
(1) 議題の採択（議題 1 関連） 

今次会合の議題については、特段の議論無く、原案どおり採択された。 
 
(2) IMO の他の機関の決定（議題 2 関連） 

事務局から本小委員会に関連する MEPC48、MSC76、SOLAS/CONF.5、FAL30、FP47、DE46、MSC77、
C90 及び MEPC49 の決定が報告された。このうち、C90 の決定は、WG の審議時間を十分なものに

するため、SLF46 及び DSC8 については試行的に従来のレポートに代えて Summery of decision とし

て取り纏めることとなったというものである。 
 
(3) 国連勧告との調和を含む IMDG コード及び追補の改正（議題 3 関連） 

本年 3 月に開催された Editorial and Technical Group（E&T グループ）において取りまとめられた

IMDG コードの第 32 回改正案及び各国から提案されたペーパーに基づき議論が行われた。 
①保安要件関係（DSC8/3/1、DSC8/3/10、DSC8/3/12 関係） 

国連勧告に盛り込まれた保安要件を新 1.4 節として IMDG コードに取り入れることについて、

既に船舶関係者に対しては SOLAS 第 XI-2 章および ISPS コードが強制となっているため船舶関係
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者についてはそれら強制要件を引用することとし、他の関係者（陸上）については保安要件を強

制要件とすべきではないとするベルギー及びフランスからの提案、及び危険物の運送には SOLAS
条約の適用範囲を超えると思われる荷送人、荷受人などさまざまなセクションが関わるため強制

要件とすべきではないとする日本からの提案が検討された。また本件に関連して英国が提出した

フランス・ベルギー提案を基にした第 1.4 節を全面的に強制化する改正案(DSC 8/J/9-1)の検討も行

われた。 
ノルウェーが英国案を支持し、バハマが教育訓練の規定を除いて全面的に強制化するべきであ

るとの主張を行う一方、独、デンマーク、オランダ、フィンランド、イタリア、韓国、ベルギー、

スペイン、シンガポールは、SOALS 条約にて強制化されている規定以上の要件を強制化するべき

ではないとの立場を表明した。また米国は全面強制化することは問題ないが当面は非強制とすべ

きであると主張した。 
審議の結果、小委員会は SOLAS 条約に基づく強制要件以外は強制化しないことと合意し、次週

開催される E&T グループに対しフランス・ベルギー案を基に改正案を準備するよう指示した。 
②GHS 及び海洋汚染物質（DSC8/3/4、DSC8/INF.2、DSC8/3/14、DSC8/3/22 関係） 

(ｲ)プレナリーでの議論 
上記提案文書に基づき、国連勧告に化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）

にて策定された環境有害性物質の判定基準が取り入れられたことに伴い、IMDG コードおよび

MARPOL条約附属書 IIIの海洋汚染物質の判定基準にどのように取り入れるかの議論が行われ

た。 
この中で英国、バハマ、シンガポール等はインターモーダルトランスポートを考慮し、GHS

基準をそのまま取り入れるべきであるとし、ベルギーは GHS の基準は現在の MARPOL 条約に

おける海洋汚染物質の判定基準すべてをカバーしてはおらず、そのまま取り入れることには反

対であるとの意見を表明した。さらに、海洋汚染物質の指定をリスティング方式とすべきかセ

ルフクラシフィケーション方式とすべきか、IMDG コードの改正と合わせて MARPOL 条約附

属書 III の改正を何時どの様に行うべきか等について意見が交わされたが合意はできず、GHS
の取り入れ方法およびMARPOL条約附属書 IIIの改正に関するタイムテーブル等に関しワーキ

ンググループ（WG）を設置し検討を行うこととなった。 
(ﾛ)WG での議論 

(a)UN TDG/GHS 基準 
現在の MARPOL 条約附属書 III の海洋汚染物質判定基準と GHS の環境(水生)有害物質基

準の比較を行い、GHS 基準は概ね附属書 III の基準をカバーしているが仮に物質の再評価

を行った場合には若干の変更（新たな物質の追加又は削除）があるだろうことが合意され

た。 
(b)リスティング方式 VS セルフクラシフィケーション方式 

英国及びオランダは他の危険物と同様に海洋汚染物質の評価もセルフクラシフィケーシ

ョン方式とし、荷送人の負担を軽減するために法的拘束力を持たないガイダンスリスト

（INDEX）を作成するべきであるとの意見を表明したが、独、米、イタリア及び日本はセ

ルフクラシフィケーション方式には原則合意できるが、法的拘束力を持ったリスト（DG
リスト第 4 欄）を残すべきであると主張し、合意に至らなかった。 

(c)“severe marine pollutant” 
“severe marine pollutant”の区別を削除した場合の影響が検討された。少量危険物として

運送される場合の内装許容容量が変更になるが海洋環境保護の観点から大きな影響はない

として、“severe marine pollutant”の区別を削除することが原則合意された。これに関連し

て、公法条約（Intervention Convention）との関連を検討することが必要であることが確認
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された。 
(d)IMO ポジションペーパー 

MARPOL 条約附属書 III の見直しに関する IMO の立場を明確にする文書が作成された。

同文書の中で、IMO は基本的には GHS 基準を MARPOL 条約附属書 III の基準として取り

入れることに同意するが、クラス 1～8 の危険物に該当する物質が同時に環境有害物質の基

準に合致することもあり、これらの物質を同定する方法がないことが問題であると指摘が

なされた。同文書の内容は何らかの形で 12 月に開催される国連危険物輸送専門家小委員会

に紹介されることとなった。 
(e)IMDG コード第 2.9 章及び第 2.10 章の改正 

現状では国連勧告 13 訂版の環境有害物質に関する第 2.9 章の規定を IMDG コードに取り

入れることは不可能であり、現行 IMDG コードの第 2.9 章及び第 2.10 章の改正は行わない

ことが合意された。 
(f)タイムテーブル 

IMDG コードの海洋汚染物質に関する規定の改正は、MARPOL 条約附属書 III の改正と

同時に行わなければならないことが確認され、今後の改正手続きに関する暫定タイムテー

ブルが作成された。 
(ﾊ)プレナリーでの議論（ワーキンググループの報告書） 

WG の報告書が報告された。解決しなければならない問題が多くあり、本件は次回 DSC9 に

おいて引き続き検討することとなった。 
なお、国連勧告 13 訂版第 2.9 章中 GMMOs および GMOs に関する規定のみは IMDG コード

第 32 回改正に取り入れられることとなった。 
③個別の提案について 

(ｲ)E&T グループからの第 32 回改正提案（DSC8/3 、DSC8/3/Add.1、DSC8/3/2 関係） 
E&T グループで検討された第 32 回改正案については原則合意された。また、ベルギーから

ベイル状で運送される UN3360（乾燥した繊維、植物）についても正式品名等の表示に関する

特別要件 29 を適用除外とする提案（DSC8/3/20）がなされ、了承された。その他の事項につい

ては提案のとおり承認された。 
(ﾛ)IMO タイプポータブルタンクに関するサーキュラーについて（DSC8/3/5 関係） 

イギリスから IMO タイプポータブルタンクの検査に関する基準の提案がなされ、同提案は

原則合意され DSC サーキュラーとして回章されることとなった。 
(ﾊ)放射性物質等の運送についての規定の重複について（DSC8/3/25） 

ドイツから、放射性物質等の運送要件である IMDG コード 3.5 節（非強制）は他の部分でカ

バーされており削除すべきである旨の提案がなされ、了承された。IAEA の規定の参照を記載

するかどうかについては E&T グループで検討することとされた。 
(ﾆ)危険な反応を起こさない物質の隔離要件の適用除外について（DSC8/3/30） 

米国から、腐しょく性物質である酸と塩基の隔離要件については、危険な反応が起きない濃

度のものにも要件が課せられているため、荷送人が責任をもって危険な反応が起きないと判断

した場合は、隔離規定を除外できる規定を取り入れる提案がなされたが、同提案は合意されず

米国が次回 DSC9 に再度提案を行うこととなった。 
(ﾎ)その他の提案 

その他、以下の事項について原則了承された。 
（a）性状の違いからエントリーが分かれた物質の IMDG コードの改正（DSC8/3/6、オランダ） 
（b）少量危険物以外の形態での運送の場合の標札に関する規定の明確化（DSC8/3/7、フラン

ス） 
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（c）IMDG コードの EmS ガイドの改正（DSC8/3/8、フランス） 
（d）毒物の運送に使用する高圧容器の規定の改正（DSC8/3/9、フランス） 
（e）硝酸アンモニウムと可燃性物質の隔離規定の修正（DSC8/3/13、オランダ） 
（f）水銀の容器及び包装に関する改正（DSC8/3/15、スペイン） 
（g）アルコール飲料の運送要件の緩和（DSC8/3/18、ノルウェー） 
（h）フレキシブル中型容器の特別要件の改正（DSC8/3/19、ベルギー） 
（i）バルクコンテナの場合の開放型貨物輸送ユニットの使用禁止（DSC8/3/21、ベルギー） 
（j）酸化チオニルとシアン化臭素の隔離要件の改正（DSC8/3/23、ドイツ） 
（k）リチウム電池の特別要件の追加（DSC8/3/27、ドイツ） 
（l）塩化第一水銀の特別要件の追加（DSC8/3/29、ドイツ） 

 
(4) 固体ばら積み貨物の性状評価を含む BC code の見直し（議題 4） 

①BC Code の強制化 
(ｲ)プレナリー（WG 前） 

ロシア、オランダ、ノルウェー、イタリア、スウェーデン、オーストラリア、ポーランド等

の提案は強制化に賛成であった。特にベルギーは、強制化実施に困難が伴っても実施すべきと

の意見であった。米国、デンマーク、スペイン、中国、イギリス、バハマ、ICS は強制化には

慎重な姿勢を示した。 
審議の結果、強制化すべき項目や問題点についての審議は WG に委ねられた。 

 (ﾛ)WG での審議 
WG は、フランスの Capt. J. D. Troyat を議長として、開催され、ワーキングペーパーに基づ

き審議がなされ、WG のレポートは DSC 9 に提出されることとされた。主な審議結果は以下

のとおり。 
WG においては、如何なる条件下であれば強制化が可能かについて検討されたが、BC Code

のどの箇所を強制化すべきか、といった点については、MSC からの指示が Feasibility の検討で

あったことから、詳細には検討されなかった。但し、米国より液状化物質、MHB 及び危険物

についてのみ強制化すれば良いとの意見を述べられた。 
強制化すべき部分については、今後、強制化の作業が指示された場合において、詳細に審議

する必要がある旨が認識された。そのため、現時点では部分的に強制化すべきとの考え方は明

確になってはいない。 
(ﾊ)プレナリーにおける審議（WG 後） 

本件は、WG の報告（DSC 8/WP.3）に基づいて審議され、特段のコメントもなく了承された。

BC Code の強制化に関するプレナリーの報告（DSC 8/WP.1 paragraph 4）において、小委員会が

BC Code を強制化することに合意した旨の記述があったため、日本はこれを以下のとおり修正

するよう意見を述べたところ、了承された。 
4.12 The Sub-Committee in considering the above submissions on the mandatory status of the BC 
Code agreed, in principle, to make it mandatory noted that the majority of the Sub-Committee 
was of the opinion that the Code or parts of it should be made mandatory while some 
delegations pointed put the difficulties to do so and instructed the working group to advise the 
Sub-Committee on the feasibility of making the BC Code mandatory. 
今回会合における決定は MSC に送られ、MSC の指示があれば、BC Code の強制化に向けて、

BC Code の強制化すべき箇所を検討し、長期的には SOLAS 条約等の見直しと併せて BC Code
の総見直しが行われることとなる。 

②BC Code の見直し 
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(ｲ)プレナリーにおける審議（WG 設置前） 
前回 WG の報告（DSC 8/4）について審議した結果、以下のとおりとされた。 

 (a) MSC/Circ.671 の案において、硝酸アンモニウム肥料のうち、既に IMDG Code から削除さ

れている 3 物質（UN 2068, 2069, 2070）を消去することで合意し、WG に送られた。イルメ

ナイトクレイについては、DSC 8/4/5 に基づき、個別スケジュールを作成することとされ、

WG に送られた。 
(b) フェロシリコンについて、事故例が示されていることから（DSC 8/INF.4 & DSC 8/INF.5）、

日本は、通風要件について特段の反対はしなかった。しかしながら、フェロシリコン等各種

貨物のスケジュールに含まれる「機械式表層通風」については、BC Code 3.5 節に必ずしも

明記されているわけではなく、そのため、明確化を求め、検討は WG に委ねることとされ

た。 
(c) 硝酸アンモニウム肥料等に関する提案（DSC 8/4/2, フランス提案）について、韓国・ノル

ウェー・ベルギー・ドイツが支持し、また、一部不整合のある旨が指摘された。 
(d) BC Code の適用を促す DSC/Circ.の作成及び硝酸アンモニウム肥料の個別スケジュールの

審議は、WG に委ねられた。日本の提案（DSC 8/4/4）について、バハマ、オランダの支持

があった。また、「商業上の理由」との文言を追加することについては、IRU、バハマが支

持したが、オーストラリアが「安全性に係わらない要件は削除すべき」との意見を表明し、

これに複数の国から支持があり、安全性に係わらない要件は削除することで合意された。そ

の後、審議は WG に委ねられた。 
(ﾛ)WG における審議 

WG において、BC Code の適用を促す DSC/Circ.の案が作成された。また、グループ C の貨

物について会期間に各国が検討した結果を含めて事務局が用意した DSC 8/4 に含まれない貨

物のスケジュール案（DSC 8/J/25）に基づき、貨物の個別スケジュール案が、主として検討を

要する事項（鍵括弧入りの事項）について審議された。その際、各種要件の内容については、

時間の都合上審議しないことを原則としたため、WG で作成された BC Code 案には多くの問題

点が残されている。 
(a) SEED CAKE のスケジュールでは、CO2 消火パイプの延長に関する規定について審議され

たが、これを削除することは合意済みであることを日本が指摘し、削除された。 
(b)  イルメナイトクレイ／イルメナイトサンドについては、成分内容量で分類可能とのオラン

ダ提案があった。カナダは、成分量で現在検討中であり、その評価結果により化学的危険性

のある物質（グループ B）に分類できると指摘した。しかしながら、危険の度合を評価する

方法については、検討事項として残された。イルメナイトクレイは液状化物質、イルメナイ

トサンドは非液状化物質とされ、かつ、鉱物精鉱（Mineral Concentrates）の欄からイルメナ

イトが削除された。 
(c)  機械式表層通風については、通風トランクを有し、船倉底部から給気できる装置がある船

舶の場合に、表層から給気すべきことを要求するものであって、特別な設備を要求するもの

はない旨が確認された。 
(ﾊ)プレナリーにおける審議（WG 報告後） 

本件については、WG 議長より、口頭で報告がなされたが、特段の議論は無かった。また、

DSC/Circ.案（Provisions of the BC Code: DSC 8/WP.3/ANNEX）については、一部修正の上、了

承された。 
(ﾆ)今後の検討課題 

今般 WG で作成した BC Code 案には以下の問題点や留意事項があると考えられる。 
(a) 一般的に、貨物のスケジュール案（DSC 8/4 及び DSC 8/J/25）においては、表現の統一に



-46- 

こだわりすぎるあまり、不適切な要件になっている部分が多い。また、安全以外の理由によ

る注意事項も多く残っている。 
(b) 貨物のスケジュール案においては、貨物の個別の積付・隔離要件と BC Code の隔離要件

との間で不整合を生じている 
(c) 放射性物質 UN 2912 については、IMDG Code との整合性をるために、詳細な内容の検討

が必要であるので、次回 DSC 9 までに見直すことで合意された。 
(d)  Pitch Prill BC No:50 の積付・隔離要件において、Class 4.1 に倣うとあるが、Class 5.1 の可

能性もある。 
(e) Woodchips 及び Wood Pulp Pellets の取り扱いでは、水分量が 15%を基準として固定式消火

設備の免除の可否が決まるが、この点について、スウェーデンより、この考え方が妥当では

ないことを示す実験結果があるとの報告がなされ、次回会合に提案文書を出すよう要請され

た。 
(f) 現行 BC Code では、副次危険性についての記述が欠落しており、副次危険性を明記する

ことが望ましい。 
(g) 硝酸アンモニウム肥料等について、ドイツからフランス提案の改正案が WG で席上配布

された。検討の結果、現時点ではこの貨物のスケジュールは特に審議せず、ドイツの提案を

再考することとされ、また、米国もそれに基づいて DSC 9 への提案を行いたい旨が表明さ

れた。さらにオランダも検討に協力する意志を表明した。日本も、事前に提案文書案を送付

されたい旨を米国に申し入れた。 
今後の予定としては、事務局より WG メンバーに BC Code 案が送付された後、WG メン

バーで Editorial な修正を行い、WG の報告書（DSC 9 の提案文書）を作成することとなった。

なお、WG の報告書は次年度（Bulky Document の締切に近い時期）に提出されることになる

予想される。 
③MSC/Circ.671 の見直し 

(ｲ)プレナリーにおける審議 
固定式ガス消火設備が有効で無い貨物のリスト（MSC/Circ.671 Table 2）の案において、硝酸

アンモニウム肥料のうち、既に IMDG Code から削除されている 3 物質（UN 2068, 2069, 2070）
を消去することとされ、WG に送られた。 

(ﾛ)WG における審議 
固定式ガス消火設備が有効で無い貨物のリストは、固定式ガス消火設備を免除できる貨物の

リスト（MSC/Circ.671 Table 1）と併せて、次回、修正を検討することとされた。 
(ﾊ)プレナリーにおける審議（WG 報告後） 

次回検討するとの WG の意見が、特段のコメントもなく了承された。 
④液状化物質の判別法 

我が国が提案した液状化物質の判別法については、IMO の承認に基づく試験法とするには時期

尚早と判断された。一方、試験法の有効性を示すための試料（液状化物質か否かが不明確な固体

ばら積み貨物）は限られており、研究の継続は必ずしも容易ではないため、日本は研究の継続を

表明せず、作業項目から削除された。 
 
(5) 貨物固定マニュアル（議題 5 関連） 

①バラスト水管理の安全面の問題について(DSC8/5 パラグラフ 1～3、DSC8/5/1) 
IACS よりバラスト水交換に伴う貨物固定に関連する危険性増加について、既に貨物固定マニ

ュアル作成時に適切に考慮されていることから危険性増加がないことが報告がなされ、審議の結

果、更なる検討を進める必要がないことが合意された。 
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②貨物固定マニュアル及び貨物情報(DSC8/5 パラグラフ 4～8、DSC8/5/2) 
露から非標準化貨物(CTU 内の貨物を除く。)の貨物情報の標準書式等の検討の提案がなされ、

審議の結果、小委員会の作業計画に入れることが合意された。 
 
(6) 海難及び事故の報告及び解析（議題 6 関連） 

①海難及び事故の報告（DSC8/INF.3） 
ドイツからライターを収納したコンテナについて検査を実施したところ、ライターから漏れた

ガスの濃度が危険な濃度に達している場合があり、注意通達を出したとの報告があった。これを

受けて、小委員会は注意喚起をする DSC/Circ.を出すことなった。 
②コンテナインスペクションプログラム（DSC8/6/Add.1、DSC8/6/1～6/6） 

2001 年から 2002 年にかけて実施されたコンテナインスペクションの集計結果及び各国のコン

テナインスペクションの実施結果が報告された。ICHCA からの提案により、IMO メンバー国に

コンテナインスペクションの実施状況の調査を行うことが合意され、次回 DSC9 において検討す

ることとなった。また、コンテナインスペクションの実施を促すことがノートされた。 
 
(7) ターミナル代表者のための固体ばら積み貨物荷役マニュアルの策定（議題 7 関連） 

事務局提出文書（DSC8/7）および IBTA 文書（DSC8/7/1）の説明のあと、WG を設け MSC の指示

に基づきマニュアル案の策定を継続することとなった。 
WG では、あらためてマニュアル作成の意義、BLU コードとの関連などについて議論がなされた

が、前回会合のコレスポンディンググループの報告書 DSC7/9/1 を基本文書とする他、IBTA の

Guidelines for Terminal representatives at the Ship/Shore Interface 素案及び ICHCA のパンフレットを参

照して マニュアル案を作成する事となった。しかしながら、今次会合では作業が終了しないのは明

白であり、引き続きコレスポンディンググループで審議する必要があるとの認識からコレスポンデ

ィンググループの付託事項案も作成すると共に、作業完了目標を 2004 年とするよう要請された。 
プレナリーにおいて、ワーキンググループによるコレスポンディンググループの付託事項などの

要請事項が合意されたが、キプロスはマニュアル案について、 
  ①既に合意された事項は盛り込む事 
  ②簡潔かつユーザーフレンドリーなものにする事 
  ③範囲を広げすぎない事 
  ④本船とターミナルのバランスを崩さない事 
を指摘した。議長はこれらの点についてはコレスポンディンググループで検討するよう要請した。 

 
(8) コンテナの重大構造欠損に関するガイダンス（議題 8 関連） 

①プレナリーでの審議（DG 設置前） 
ISO 提案（DSC8/8/1）、コレスポンデンスグループの報告（DSC8/8/2）、ICS 提案（DSC8/8/3）、

IICL 提案（DSC8/8/4）、及び英国提案（DSC8/8/5）が紹介された。ICS より、今まで統一された

ガイダンスを基にコンテナの構造欠損を検査していないにもかかわらず、重大事故が発生してい

ないことを理由に本ガイダンスの必要性を MSC で再検討してはどうかとの提案があり、デンマ

ークがこれを支持した。しかしながら、ノルウェー、ベルギー、加、イスラエル、スペインがガ

イドラインの必要性を支持し、議長より DG にてガイダンスの内容を検討するよう指示がなされ

た。 
②DG での審議 

DG では、コレスポンデンスグループのリーダーであるスペインより、コレスポンデンスグル

ープの報告（DSC8/8/2）にあるガイダンス案を基に内容を検討する提案がなされた。しかし、英、
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ノルウェーよりコレスポンデンスグループの報告（DSC8/8/2）のガイダンス案は、内容が複雑で

ユーザーフレンドリーでないという理由から、ISO 提案（DSC8/8/1）、英国提案（DSC8/8/5）を

基にガイドライン案を検討すべきとの提案がなされ、米、ベルギーがこれを支持し、ISO、英国

提案を基にガイドライン案の策定が検討された。その結果、ISO 提案の欠損の基準、英国提案の

ガイドラインの概要を融合する形でガイドライン案が策定された。また、欠損の基準値などを更

に検討するためにコレスポンデンスグループの結成が検討され、プレナリーで承認を得ることと

なった。 
③プレナリーでの審議（DG 後） 

DG の議長より、DG で策定されたガイダンス案の報告、及び次回の DSC9 までの間に詳細を

検討するコレスポンデンスグループを設置する必要性の報告があり、承認され DSC9 で最終化が

図られることとなった。 
 
(9) 海上保安強化の対策（議題 9 関連） 

①)経緯 
海上保安強化については、MSC から前回会合（DSC 7）において、以下の 3 文書について検討

することが指示された。 
(ｲ) Recommendations on the safe transport of dangerous cargoes and related activities in port areas 

(MSC/Circ.675) 
(ﾛ) IMO/ILO/UN ECE Guidelines for packing of CTUs (MSC/Circ.787) 
(ﾊ) IMO Model course 3.18: Safe packing of cargo transport units 
しかしながら、時期尚早であるとの判断から、前回会合においては審議されなかった。 
今次会合において、各国からの提案文書はなく、事務局からの経過報告（DSC8/9, 

DSC8/9/Add.1）が提出された。本件については、DG を設置するか否かが検討事項とされた。 
②プレナリーにおける審議（DG 設置前） 

特段の審議は無く、検討は DG に委ねられた。米国は、上記 3 文書のうち IMO Model course 3.18
以外について、保安要件の取り入れに関する案を用意しており、DG において検討することとさ

れた。 
③DG における検討 

DG において、コレスポンデンスグループの TOR が作成された。 
保安要件の取り入れについては、Recommendations on the safe transport of dangerous cargoes and 

related activities in port areas (MSC/Circ.675) を取り上げ、米国の案に基づき検討された。この中で

日本が、同勧告で繰り返し用いられる port area と ISPS Code でいうところの port facility の定義の

違いについて指摘したところ、同指針と ISPS Code との整合を図ることは容易ではないことが認

識され、今後の課題とされた。また、特に「危険な貨物（high consequence dangerous cargoes）」（個

品危険物については、IMDG Code 1.4 節に案がある。）を如何に定義するかが問題とされた。 
④プレナリーにおける審議（DG 報告後） 

特段の意見もなくコレスポンデンスグループの設置が承認された。 
なお、これらの文書の改正においては、各種の定義を整理し、ISPS Code が実施されている旨

を付け加えるとともに、多くの関係者に保安に関する認識（Security Awareness）を向上させるこ

と（教育・訓練を含む）に関する規定の取り入れが図られると考えられる。 
 
(10) ばら積み貨物船の船舶／ターミナル間のインターフェースの改善（議題 10 関連） 

本件は議題 7 に関連することより、議題 7 の WG にて BLU コードの適用を促す MSC サーキュラ

ー案を策定することとされた。WG では事務局作成のサーキュラー案を基に審議がなされ、エディ
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トリアルな修正及びターミナル代表者のみならずターミナル自体も対象とするサーキュラー案が策

定された。 
プレナリーにおいて、このサーキュラー案は合意され MSC に送付することとし、本小委員会の作

業項目から削除することとなった。 
 
(11) ばら積み貨物船の隔倉積み禁止（議題 11 関連） 

事務局による提出文書（DSC8/11、8/11/1）の説明に続き、各国のコメントが求められ、シンガポ

ール、バングラディシュ、ロシア及び日本がオプション III を支持した。しかし、豪はパナマックス

以下の船型は多港積み／多港揚げのケースが多くこれらのバルク・キャリアーに対して一律に隔倉

積みを禁止する事は運航上に大きな影響を及ぼす可能性があり、実際的ではないこと及びこれらの

船型に対しては、コンディションサーヴェーを実施したうえで隔倉積みの可否を決めるべきである

ことを主張した。 
しかしながら、議長は本小委員会の意向がオプション III を望ましいとすることは明白であり、こ

れを MSC に報告することとし、豪の主張は本小委員会のレポートに添付することが提案され合意さ

れた。これにより、本小委員会での作業は完了し、作業項目から削除することとなった。 
 
(12) 作業計画及び DSC9 の議題（議題 12 関連） 

議長から提出された作業計画案及び DSC9 の議題について、特段大きな変更無く承認された。 
 
(13) 2004 年の議長及び副議長の選出（議題 13 関連） 

議長には Mrs. Orga Pestel Lefevre 氏（仏）が、副議長には Captain J. Pablo Heusser 氏（チリ）がそ

れぞれ再選された。 
 
(14) その他の議題（議題 14 関連） 

①BLU コードの適用関係 
BLU コードの適用範囲を穀類にも広げることを検討すべきとの ISFMA 及び BIMCO の共同提

案(MSC76/13/1)を検討する提案（DSC8/14)の審議がなされ、小委員会の作業計画に新しい事項と

して盛り込まれることが合意された。 
②SOLAS II-2/54 規則及び II-19 規則への適合証書関連 

フランス及びカナダの共同提案である SOLAS 条約第 II-2 章第 19 規則等を改正する提案

（DSC8/14/1)が審議され、日本より提案の改正にあわせ MSC/Circ.1087 を改正する必要性がある

ことを指摘したところ、小委員会の作業計画に新しい事項として盛り込まれることで合意された。 
③IMDG コードの実施に関するトレーニングコース関連 

IMDG コードの実施に関する IMO の技術協力プログラムが紹介された。 
 

以 上 
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付録 1.3   DSC 小委員会 E&T ｸﾞﾙｰﾌﾟ審議概要 

 

(1) 会合の概要 

① 平成 15 年 9 月 29 日～10 月 3 日（ロンドン IMO 本部） 

② 参加国又は機関 

バハマ、バングラディッシュ、ベルギー、デンマーク、フィンランド、仏、独、

日本、モロッコ、蘭、ノルウェー、韓国、スウェーデン、スイス、英国、米国、

CEFIC、ICS、IRU、VOHMA 及び WNTI 

③ 議長等 

議 長： Ms. Olga P. Lefevre（仏） 

事務局： Mr. I. Rahim 

日本からの出席者： 濵田高志（(社)日本海事検定協会） 

④ 主な議題: 

(ｲ) IMDG コード第 31 回改正内容の訂正 

(ﾛ) IMDG コード第 32 回改正案 

(ﾊ) IMO タイプポータブルタンクの使用に関するサーキュラーの作成 

 

(2) 作業概況 

① IMDG コード第 31 回改正内容の訂正 

本年 3 月に開催された E&T グループが作成した「Errata and Corrigenda」案の見

直しを行い最終案を作成した。「Errata and Corrigenda」最終版は近日中に発行さ

れると共に IMO ホームページに掲載される予定である。 

 

② IMDG コード第 32 回改正関連事項 

(ｲ) フランス及びベルギーからの提案文書（DSC 8/3/10）を基にセキュリティー

に関する 1.4 節案（保安規定）を作成した。同案に関し英国は ISPS コード

の適用を受けない関係者に対してもセキュリティーに関する教育訓練の必

要があるとして新 1.4.1.3、1.4.1.4 及び 1.4.1.5 項を改正案に含めることを提

案した。これに関し、日本、ベルギー、オランダ、デンマーク等は、ISPS

コード以上の規定は課さないとする小委員会の決定に従い同提案を改正案

に含めるべきではないとの意見を述べたが、英国、米国、バハマは含めるべ

きであると主張した。最終的には、同提案を括弧書きの上、強制要件ではな

く勧告として改正案に含める事とし、その検討を MSC に委ねることとした。 
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(ﾛ) クラス 9 に関し GMMOs 及び GMOs に関する規定のみを含めた第 2.9 章の改

正案を作成した。 

(ﾊ) 現在、品名に液体・固体・溶液等が付され同一の国連番号が与えられている

物質のうち、新たに追加されたエントリーと比較して重複している品名の削

除を行った。 

(ﾆ) 放射性物質等の運送要件スケジュールに関し IMDG コード第 3.5 章を削除し、

第 1.1.3.1.1 に IAEA の ST1 改正版に規定された運送スケジュールに関する説

明を追加した。なお DG リスト第 17 欄には IAEA の運送スケジュール番号

が引用されることとなる。 (DSC 8/3/25) 

(ﾎ) 少量危険物以外の形態で運送されるエアゾールの標札に関する規定を明確

にするため、特別要件 SP63 の修正を行った。 (DSC 8/3/7) 

(ﾍ) 硝酸アンモニウムの隔離要件に関し、現行特別要件に加え“Separated from 

class 4.1”の要件を追加した。(DSC 8/3/13)  

(ﾄ) シーテッドバルクコンテナ（BK1）の使用に関し、海上運送ではその使用を

禁止する旨の文言を新 4.3 及び 6.9 章に追加すると共に、記号“BK1”を DG

リストから削除した。（DSC 8/3/21） 

(ﾁ) 2003 年 12 月 31 日以前に製造されてリチウム電池の運送に関する特別要件

SP957 を新たに追加した。同リチウム電池は経過措置として 10 年間（2013

年 12 月 31 日まで）は運送することが出来ることとなる。なお 10 年間とい

う経過措置期間については国連危険物輸送専門家委員会等の議論を考慮の

上今後見直しが行われこととなる。（DSC 8/3/27） 

 

③ IMO タイプポータブルタンクの使用に関するサーキュラーの作成 

現行 IMDG コードでは IMO タイプポータブルタンクに関する規定が曖昧であ

り、同タンクの使用に関する規定をはっきりさせるため IMO タイプポータブル

タンクの使用に関するガイダンスを作成した。同ガイダンスは DSC サーキュラ

ーとして近日中に発行される予定である。 

 

④ その他 

第 32 回 IMDG コード改正案は来年 5 月に開催される MSC78 にて SOLAS 条約

改正手続きに従って採択されることとなる。 
 

以 上 
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付録 1.4  第 9 回 BLG 小委員会 ESPH 作業部会審議概要 

 

(1) 会合の概要 

① 平成 15 年 9 月 1 日～5 日（ロンドン IMO 本部） 

② 参加国又は機関 

ベルギー、独、フランス、日本、マレーシア、蘭、ノルウェー、パナマ、ロシ

ア、スウェーデン、英、米、IAPH、ICS、CEFIC、INTERTANKO、DGAC 及び

IPTA 

③ 議長等 

議 長： Mrs. M.C.Tiemens-Idzinga（蘭） 

事務局： Mr. J. Crayford 

日本からの出席者： 岡村 敏 日本造船研究協会 
石綿 雅雄 日本化学工業協会 
吉田 千秋 理工学振興会 
濵田 高志 日本海事検定協会 

④ 主な議題: 

(ｲ) 新規物質の評価 

(ﾛ) 汚染分類決定のための基準の策定 

(ﾊ) 洗浄剤の評価 

(ﾆ) MEPC.2／Circ.8 の見直し 

(ﾎ) 混合物の危険性評価方法 

 

(2) 作業概況 

 ① 洗浄剤の評価 

 オランダ、ベルギーから提出された下記３物質が承認された。 

P3-A 及び P3-X（Henkel 社） 

AQUAQUICK 2000（VAN BEEK ECOPRODUCTS 社） 

 

 ② 新規物質の評価 

  (ｲ) DME（日本）ESPH9/3 

 日本より資料を含めて説明を行った。ノルウェー、イランは提案せず日本案

に賛成し た。同 WG により日本案はそのまま承認された。なお 2004 年には

BLG が開催されないため IGC コード改正案は 2005 年以降に BLG にて検討され

た後、MSC に提出されることとなる。 

  (ﾛ) Dimethyl disulfide（フランス）ESPH9/3/1 

フランス提案に対し、電気機器に関するデータは一部不十分であるが汚染分類
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は B 船型は３等の修正がなされて承認された。 

  (ﾊ) Isobuthyl methacrylate（フランス）ESPH9/3/2 

フランス提案に対し汚染分類は D、ハザードは S、計測器は C 等の修正があっ

た上で承認された。 

  (ﾆ) Alkylated phenol（米国）ESPH9/3/3 

米国提案に対し汚染分類は D、ハザードは S（経口毒性による）等の修正があ

り承認された。 

 

 ③ 植物油を貨物船のディープタンク等輸送する場合の緩和に関するガイドライン

原案の作成 

MEPC49 で植物油を一般ドライカーゴ船のディープタンク、独立タンクで輸送す

る場合の緩和に関する Resolution のガイドラインを作成した。関係国が認めれば植

物油用に設計されたタンクでの輸送が可能となるが植物油の残さの排出について

は規制される。 

 

 ④ S 及び P ハザードをもつ混合物の計算方法 

既存化学品の混合物の汚染分類の計算法についてオランダから各カラムを計算す

る方式提案があったが D３にリマークのあるものは１％でも汚染分類に影響する

ため議論となった。今後各国が検討し次回 ESPH で結論を出す。日本からもオラ

ンダ案の解釈をコメントしている。 

 

 ⑤ 仮査定物質リスト MEPC2.Circ8 の見直し 

今回査定した新規物質について Circ8 に加えることが承認された。有効期限の切れ

る物質について一部データ提出の予定のものは期限が延長された。 

 

 ⑥ 特別な化学品グループの評価見直し 

GESAMP ESPH 議長より植物油の汚染分類見直しに関し製造者からデータが出て

いないので前回 HP とするとのコメントがあった。なお植物油のデータに関しては

英国が業界に働きかけることとなった。なお animal and fish oil n.o.s, vegetable oil 

n.o.s,の品名は削除され個別品目で IBC コードにリストされる。 cashew nut shell oil

も削除される。 

  

 ⑦ 汚染分類及び船型要件のクライテリア変更による MEPCCirc/265 の報告様式の見

直し 

報告書様式は２００５年までに改訂される。その他の IBC コード関連のものは議

題９で検討された。 
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 ⑧ 汚染分類及び船型要件のクライテリア変更に伴う IBC コードの見直し 

ESPH9／WP1 についてエディトリアルな見直しを行った。なお構造材料に関する

規定、化学廃液燃焼に関する規定の章はすでに削除されることが決まっている。

修正された IBC コードは IMO 事務局が作成し、ESPH9 の報告書に添付される。 

 

 ⑨ その他 

(ｲ) 会議初日に IMO で火事が発生し３時間避難した。 

(ﾛ) 今後も GESAMP/EHS グループは海洋環境、健康有害性等を評価し、ESPH   

グループは物理危険性の評価を加えて IBC コードを作成することが合意   

された。 

 ⑩ 次回会合 

2004 年 9 月に開催される予定。なお 2004 年には BLG 小委員会は開催されない。 

 

以 上 



 
 
 
 
 
 
 

付録２ UNSCETDG 等審議概要 



















-63- 

 

付録 2.2  国連危険物輸送専門家小委員会第 23 回会合議事概要報告 

 

１．会期、参加国、議題及び議長等 

 

1.1 会期及び開催場所 

   会期 ： 平成１５年６月３０日～７月４日 

   場所 ： 国連欧州本部(Palais des Nations、ジュネーブ) 

 

1.2 参加国等 

1.2.1 国及び国際機関 

(1) 委員国：オーストラリア､オーストリア､ベルギー､カナダ､中国､チェッコ､フィンラド､ 

 フランス､ドイツ､インド､イタリー､日本､メキシコ､オランダ､ﾉールウェー、ポーランド､ 

 ポルトガル､ロシア､スペイン､南アフリカ､スウェーデン､英国及び米国(出席：23 カ国、 

 欠席：アルゼンチン､ブラジル､イラン及びモロッコ) 

(2) オブザーバー国：バハマ､ギリシャ､スイス及びチュニジア 

(3) 国連専門機関及び政府間機関：EC､IAEA､IMO､OTIF､UNEP/SBC 及び WHO 

  非政府国際機関：ABSA､AEGPL､AISE､CEFIC､CGA､CTIF､DGAC､EIGA､FIATA､IATA､ICCA､ICCR､ 

ICDM､ICPP､IFDI､ISO､ITCA 及び UIC 

1.2.2 わが国からの参加者(敬称略・五十音順) 

  梅村 浩司(日本舶用品検定協会) 

大井 征史(国土交通省海事局検査測度課) 

  津金 秀樹(経済産業省原子力安全・保安院保安課) 

  中島 紀昭(全日本火薬類保安協会) 

 八十川 欣勇(国連危険物輸送専門家小委員会委員・日本海事検定協会) 

 吉田 千秋(理工学振興会･東京工業大学) 

 

1.3 議題の採択及び議長等の選出 

1.3.1 議題の採択 

第 23 回小委員会の予定議題(ST/SG/AC.10/C.3/45)は､期限後送付された Informal Paper

を今回会合文書に含めることを承認して採択された。 

1.3.2 議長等の選出 

第 1 回 UNCETDG&GHS(2002 年 12 月)において今次 2 年間(2003～2004 年)の議長及び副議長

として Mr. S. Benassai(イタリー）及び Mr. F. Wybenga(米国)が選出されており、この二

人がそれぞれ議長及び副議長に就任した。 

 

1.4  検討結果 

1.4.1  今回会合における各提案に対する検討結果は、資料 UN2-3 の結果欄に示されている。 

 

２. ガス輸送 
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本議題の内､主としてガス容器に関する事項については本会議と平行して開催された作業

部会(W/G)において､その他の事項については本会議で検討された。 

2.1 ガス容器 

2.1.1 ガス包装基準(PI P200)の特別包装規定(SPP)の改正に関する EIGA 提案(03/4)は､

その一部を修正して採択された。 

2.1.2 MEGCs に関する米国提案(03/21)は､モデル規則の 12 版に基づいているとの指摘に

より､米国が次回に本提案を修正して提案することとなり､ガス容器への充填率に関する研

究結果(米国：03/28)については米国がこの研究結果に基づく具体的提案を次回提出するこ

とを申し出た。 

 

2.2 その他の事項 

2.2.1 UN1010 及び UN1012 の品名変更に関する EIGA 提案(03/12)は､W/G 検討結果が本会議

の同意を得られず､これら２つのエントリーの品名は現行のままとされたが､次回再度検討

されることとなった。 

2.2.2 前回からの持ち越し提案(AEGPL：02/7･02/8､オーストリア：02/57､スウェーデン：

02/81)は､いずれも同意が得られず取り下げ又は次回に新たに提案することとなった。 

 

３．爆発物、自己反応性物質及び有機過酸化物  

3.1 煙火の分類 

煙火の分類としての Default Classification System(DCS)については､前年次に合意が得

られず今年次にその検討が継続された。本議題については本会議と平行して開催された爆

発物作業部会(W/G)において検討された。 

3.1.1 煙火 W/G は､21SCETDG への旧 W/G 報告書(C.3/42/Add.1)､オランダ及び米国の提案

(03/14 及び 03/20)を資料として検討された。検討の基礎資料としては旧 W/G 報告書が用い

られ､この報告書にある Default Table(DT)について､特に前回合意が検討された Roman 

Candle 及び Rocket を中心に検討された。 

3.1.2 今回 W/G においても最終合意には至らず､Roman Candle の 1.3G､Rocket の等級､

Rocket without stick(s) の等級､Mine の 1.3G と 1.4G､Firecracker の追加等については

次回引き続き検討されることとなった。 

3.1.3 煙火の DT策定については基本的に合意されており､旧 W/G報告書に含められたわが

国提案の“Shell of shells”は現在時点では今回 W/G 報告書にも含められている。 

本件に関しては､24SCETDG でも W/G を設けて検討されることとなった。 

  

3.2 硝安エマルジョン等 

3.2.1 硝安エマルジョン等(UN3375)に対する SP309 の改正に関するスペイン提案も煙火

と同じ爆発物 W/G において検討されたが､温度サイクル等のデータ不足を理由に同意が得

られず､スペインが次回修正案を提案することとなった。 

４. 容器(小型､中型及び大型) 

4.1 国連容器要件の評価 

蘭 TNO の研究報告に基づいてモデル規則の容器要件を見直す必要があるとする蘭提案
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(03/16)に対しては､現行容器要件が危険物の安全輸送に寄与しており､これを全体的に見

直す必要はないとの意見が多く､容器要件に問題がある場合には今までどおり個別に対応

していくことが合意された。同提案にある本件に関する W/G の設置については､蘭からの問

題点を整理した提案を待ち､それに基づいて本小委員会で W/G 設置の妥当性を検討するこ

ととなった。 

 

4.2 性能試験(振動試験及び貫通試験) 

4.2.1 国連容器試験基準を内容とする ISO 16104-2003 をモデル規則の容器試験規定に置

き替えるする英国提案(03/10)については､試験実務の調和には寄与するものの､規則の発

行責任を ISO に委ね､国連のモデル規則に対する策定管理を損なうことが懸念されるとの

理由で多数の委員が原則的にこれに反対を表明した。事務局は ISO 基準に基づく UN ロゴ表

示について国連要件が厳密に履行されていない場合には法的な問題があることを指摘した。 

英国は本提案を次回に持ち越すことを要請したが､議長は今回の小委員会の検討を踏まえ

て新たな提案を出すことを要請した。蘭は ISO 16104-2003 の問題点を次回提案することを

申し出た。 

4.2.2 IBCｓの落下試験準備に関する米国提案(03/27)は､一部修正の上採択された。 

  

4.3 容器関連提案(第 4.1､6.1､6.3､6.5 及び 6.6 章) 

4.3.1 医療用エアゾール等の試験に関する英国提案(03/6)については､WHO の GMP が必ず

しもモデル規則の要件の適合を保証していないことや温水槽試験に問題があることが指摘

された。温水槽試験は医療用製品に限らずこの試験全般の問題点について検討するのが望

ましいとするのが多数意見であった。英国は本提案中の新 6.2.4.3 項追加についてのみ次

回に持ち越すことを申し出て､これが同意された。 

4.3.2 廃棄/再利用エアゾールの包装方法に関する英国提案(03/7)は､損傷エアゾールに

正品エアゾールの要件を適用することは難しい､提案 SPP は損傷エアゾールのみならず正

品エアゾールにも適用できる等の疑問が呈せられ､英国が今回意見を踏まえ次回に修正提

案を出すこととなった。 

 

５．少量危険物 

5.1 少量危険物規定の輸送モード間の調和を図るため 22SCETDG でその設置が同意された

W/G は 6 月 25-27 日パリで開催され､その報告書がフランスから説明された。W/G は､輸送モ

ード(海上輸送はほぼモデル規則と調和している。)による取り扱いの差異を調和させるた

め に 、 少 量 危 険 物 の 用 語 (Excepted Quantities, Limited Quantities, Consumers 

Commodities )､容器基準､隔離要件､表示･標札等について検討した。今回 W/G では具体的な

結論が得られていないので､本件を引き続き W/G(2003 年 10 月 22-24 日､ICAO 本部)におい

て検討するとしている。 

5.2  次回 W/G について米国は､その作業内容について小委員会の指示を受けていないこ

と､新規定が現行規定を考慮していないこと等から W/G の設置に疑念を示した。しかし､こ

の W/G 設置についての米国意見が支持されず､小委員会は次回 24SCETDG 会期中の 1 日を少

量危険物 W/G に当てることとした。 
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６．危険物リスト､分類及び包装 

6.1 危険物リスト､分類及び包装の関連提案(第２及び３部) 

6.1.1 UN2662(ハイドロキノン)を危険物リストから削除すべきとの ICCA 提案(03/17)は、

同意された。ハイドロキノン溶液が区分 6.1 なる場合は該当する N.O.S エントリーとし､

UN3435(ハイドロキノン溶液)もエントリーを削除することとした。 

6.1.2 SRS 物質の中には酸化性物質の性状を有するものもあることから 2.4.2.3.1.1(b)

を削除すべきとの仏提案(03/19)には､英国がこの種提案は過去にも出されたが安全上の理

由で否決されていることから反対した。本提案は次回継続して検討され、仏の本件関連提

案(INF.28)が次回正式提案とされることとなった。 

6.1.3 吸入毒性物質(TIH)に新標札を付すとの米国提案(03/22)に対したは､緊急時対応の

観点から必要な情報の提供になるとしてこれを支持する意見と､この種新標札の有用性に

疑問を呈しその採り入れに同意しなかった最近の小委員会の検討を踏まえ反対する意見が

相半ばした。票決の結果(7：6)､本提案の趣旨が同意され､米国は今回検討を踏まえた新提

案を出すこととなった。 

6.1.4 UN1230(メタノール)に UN1170(エタノール)と同じ内容の SPを加えるとする米国提

案(03/23)は､メタノールを混合アルコールとして飲用し多くの死者を出していることから

その濃度に拘らず区分 6.1 の標札が必要であるとする意見が多数を占めた。賛成意見も PG

Ⅲのエントリーは認めるものの､区分 6.1 の副標札を付し､SP144 及び PP2 は適用すべきで

ないとした。米国は本提案を取り下げた。 

 

７．化学品の分類及び標札に関する世界調和システム(GHS) 

7.1  GHS への対応 

SCETDG として GHS にどのように対応すべきかを内容とする蘭提案(03/15)にについては、

総合的に対応策を検討するのではなく､提起される問題は個々に処理するべきであるとの

合意がなされた。 

7.1.1 GHS の環境有害物質(水生環境有害)については既に国連勧告 13版に採り入れられ､

輸送モード規則では 2005 年 1 月 1 日から実施される。急性毒性及び腐食性の分類基準の調

和は今次 2 年間に行われる。米国は急性毒性基準に関する提案の準備を表明した。 

7.1.2 現行危険物リストの物質等の GHS 基準による再分類は､SCETDG への個別の提案に基

づき検討する。蘭はクラス 1-8 にある物質の環境有害性との関連についての提案を作成す

ること申し出た。 

7.1.3 今後 SCETDG が検討すべき事項としては、GHS の危険有害性のうち輸送規則に含め

るべきもの(例えば､慢性毒性)があるか否かなどが考えられる。 

 

８.  IAEA 放射性物質安全輸送規則との調和 

8.1 IAEA 代表は､IAEA 輸送規則(2003 年版)の改定案(03/2･03/3)について説明した。この

改訂案は 2005年版 IAEA規則として出版され､この内容はモデル規則にも採り入れられるこ

とになる。 
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９． 緊急措置の標準化 

9.1 UIC 代表は､本件に関する提案を 2003 年 12 月又は 2004 年 7 月の会合に提出すること

を表明した。 

 

１０．次回会合 

   24SCETDG         2003 年 12 月 1～10(am)日 

    6SCEGHS                   12 月 10(pm)日～12 日 

      

 

 

＊＊＊＊＊    
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付録 2.3   国連危険物輸送専門家小委員会少量危険物作業部会議事概要 

 

１．会期、参加国、議題及び議長等 

 

1.1 会期及び開催場所 

   会期 ： 平成 15 年 10 月 22 日～24 日 

   場所 ： カナダ運輸省(Ottawa、カナダ) 

 

1.2 参加国等 

(1)  委員国：オーストラリア､ベルギー､カナダ､フランス､ドイツ､イラン､イタリー､日本､

オランダ､英国及び米国 

(2)  オブザーバー：ICAO DGP(カナダ)､IMO､IAEA､IATA､IECC､危険物荷主協会(米国)､カナ

ダ化学品製造者協会､カナダ日用品製造協会(CCSPA)､カナダ塗料工業会､危険物品輸送

協議会(COSTHA)､欧州塗料､インク製造協会(CEPE)及び欧州エアゾール連盟 

(3) わが国からの参加者 

 八十川 欣勇(国連危険物輸送専門家小委員会委員･日本海事検定協会) 

  

２．議事概要 

 

2.1  開催経緯 

少量危険物 W/G(LQWG)は､10 月 22-24 日､カナダ運輸省(Ottawa)に於いて､11 委員国､IAEA､

ICAO､IMO 及び 10 非政府機関が出席して開催された。LQWG は前回のパリ LQWG の報告書、モ

デル規則、49CFR､ICAO TI 及び RID/ADR の比較書類を基に少量危険物に対する輸送モード

規則間の差異について検討を加え､モード間規則の調和を図るためのモデル規則を策定す

るための討議を行った。 

 

2.2 検討結果概要 

2.2.1 用語とその意味を統一する。3.4.1 は“small packages”(小型輸送物)とするが､

更なる検討 

が必要である。 

2.2.2  少量危険物(LQ)には 5.4 に規定する完全な輸送書類は必要ないが､貨物引渡証の

ような書類は必要であると考える。代替書類の内容については同意に至らなかった。 

2.2.3  LQ 輸送物に UN No.を菱形中に表示することについては､複数の UN No.が同一菱形

の中に表示されれば緊急対応上混乱を招くとする意見もあり、表示の寸法及びその位置に

ついては同意されたが､UN No.の菱形中への表示､菱形の寸法等は継続検討される。 

2.2.4  LQ 輸送物を収納した輸送ユニットへの表示については賛否両論があり､表示の可

否､収納質量による表示等､検討課題とされた。 

2.2.5 “consumer commodities”(日用品)については､これを LQ の一部と見るのか又は LQ

別個の規定とすべきかについて検討がなされた。その結果､“consumer commodities”とし
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ての規定ではなく“small packages of dangerous goods”であって“suitable for sale 

through retail agencies”(小売店販売に適した小型輸送物)とされた。この輸送物には

“UN8000”を表示する。“UN8000”は UN No.ではなく表示であると認識すべきとする意見

とこれに反する意見があった。 

2.2.6 “Excepted Quantities”(適用除外量)は､現在 ICAO TI のみに規定があり､他の輸

送モード規則には規定されていないので航空輸送と他の輸送モードとの調和が取れていな

い。“Excepted Quantities”をモデル規則にも規定し輸送モード間の調和を図るべきだと

する意見とこの問題は輸送モードごとに解決すべきとの意見があった。この規定をモデル

規則に入れる場合の規定案を作成した。W/G は“Excepted Quantities”について、暫定的

にその制限量を ICAO TI と同じとし、容器要件は ICAO TI､P650 及び 6.1.5.1.7 の要件に基

づいて策定し､表示及び書類要件は ICAO TI 及びモデル規則を基に策定することとした。 

2.2.7 上記ついては未解決の問題がのこされており、今後の検討が必要である。 

2.2.8  W/G は IAEA 事務局からの報告に基づき Class 7 の 3.4 章への採り入れについて検

討し、現時点では採りいれないこととしたが、適用除外放射性輸送物に関する規定(2.7.9)

は 3.4 章に移すのが実務的であることが同意された。 

 

2.3 第 3.4 章の改正案 

以上の検討を基に､第 3.4 章の改正案が策定された。 

 

第 3.4 章標題未定 

3.4.1 通則：小型輸送物に関する規定  

3.4.2－3.4.10 “Limited Quantities“(少量危険物)(日用品を含む) 

3.4.12－3.4.14 “Excepted Quantities”(適用除外量) 

 

 

 

＊＊＊＊＊ 

  























-80- 

 

付録 2.5  国連危険物輸送専門家小委員会第 24 回会合議事概要 

 

１． 議題の採択 

１．会期、参加国、議題及び議長等 

 

1.1 会期及び開催場所 

   会期 ： 平成 15 年 12 月 3 日～13 日 

   場所 ： 国連欧州本部(Palais des Nations、ジュネーブ) 

 

1.2 参加国等 

1.2.1 国及び国際機関 

(1) 委員国：オーストラリア､オーストリア､ベルギー､ブラジル､カナダ､中国､チェッコ､

フィンラド､フランス､ドイツ､イタリー､日本､オランダ､ﾉールウェー、ポーランド､ポ

ルトガル､ロシア､南アフリカ､スペイン､スウェーデン､英国及び米国(出席：22 カ国、 

欠席：アルゼンチン､インド､イラン､メキシコ及びモロッコ) 

(2) オブザーバー国：アルジェリア､ブルガリア､ギリシャ､ルーマニア及びスイス 

(3) 国連専門機関及び政府間機関： IAEA､ICAO､IMO､WHO､EC 及び OTIF､ 

   非政府国際機関：ABSA､AISE､DGAC､EBRA､FEA､FIATA､IATA､ICCA､ICCR､ICDM､IECC､ICPP､

IFDI､ISO､VOHMA､CTIF､SEFEL 及び UIC 

1.2.2 わが国からの参加者(敬称略･五十音順) 

津金 秀樹(経済産業省原子力安全･保安院保安課) 

  中島 紀昭(全日本火薬類保安協会) 

 三宅 庸雅(日本海事検定協会) 

 八十川 欣勇(国連危険物輸送専門家小委員会委員･日本海事検定協会) 

 吉田 千秋(理工学振興会･東京工業大学) 

 

1.3 議題の採択及び議長等の選出 

1.3.1 議題の採択 

第 24 回 小 委 員 会 の 予 定 議 題 (ST/SG/AC.10/C.3/47)は ､期 限 後 送 付 さ れ た Informal 

Document を今回会合文書に含めることを承認して採択された。 

1.3.2 議長等の選出 

第 1 回 UNCETDG&GHS(2002 年 12 月)において今次 2 年間(2003～2004 年)の議長及び副議長

として Mr. S. Benassai(イタリー）及び Mr. F. Wybenga(米国)が選出されており、この二

人がそれぞれ議長及び副議長に就任した。 

 

1.4  検討結果 

1.4.1  今回会合における各提案に対する検討結果は、資料 UN4-2 及び UN4-3 の備考･結果

欄に示されている。 
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２. ガス輸送 

 

2.1 エアゾール及び小型容器の適用除外に関する SP190及び SP191の改正に関する米国提

案(03/42)は取下げられ､MEGCs の要件に関する同じく米国提案(03/43)は､米国の要請によ

り次回持越しとなった｡ 

2.2 FEA が提案したエアゾールに対する温水槽試験の代替試験(03/51)については､提案

試験がエアゾール容器への内容物の充填前の試験であり､充填時に発生する容器や弁の問

題点が考慮されていないことや､適用指針が明確でない等の理由から反対意見が出された。 

FEA は今回会合での意見を踏まえ､次回に新しく提案することを申し出た。 

2.3 廃棄/再利用エアゾールに大型容器の使用を認めるべきとする英国提案(03/35)は､前

回会合で指摘された問題点に応えて提案の妥当性を述べたものであるが､新しいエアゾー

ルに対する現行規定が損傷等のある廃棄/再利用エアゾール実態に合わず､その解決の必要

性は認めるものの､小委員会の同意を得るに至らなかった(票決 4:4)。 

 

３．爆発物､自己反応性物質及び有機過酸化物  

 

3.1 煙火の分類 

3.1.1 煙火の分類に関する検討は､23SCETDG の煙火作業部会(W/G)報告書(C.3/46/Add.1)

を基に今回会合でも W/G において行われ､W/G 報告書が本会議で検討された。 

3.1.2  わが国は Default list 中の一部の誤記についてその修正を提案したが､W/G での

最終合意が得られず､わが国は次回修正の妥当性について文書を提出することを申し出た。 

3.1.3 前回会合で作成された Default list の未解決部分について検討されたが詳細部分

について合意するに至らない点があり､次回会合において再度 W/G を設置して検討するこ

ととなった。 

 

3.2 硝安エマルジョン 

3.2.1 硝安エマルジョン(ANE)に対する SP309 の改正に関するスペイン提案(03/31)に対

しては､多くの Inf. Documentが提出されたので具体的検討を煙火作業部会(W/G)に委ねた。 

3.2.2 W/G での検討では､過塩素酸等の鋭感剤を含有する ANE を Div.5.1 とすることに反

対の意見も多く､スペイン提案は次回会合で再度検討されることとなった。 

3.3 関連提案 

3.3.1 Div.5.2(有機化酸化物)の標札は Div.5.1(酸化性物質)と明確に区別できる新標札

すべきであるとのノールウェイ提案(03/33)に対しては､この提案に賛意を示す国や機関が

ある一方､緊急対応時に問題なかったので標札を複雑にする必要はないとする意見もあっ

た｡ ノールウェイは今回会合の意見を踏まえ次回新提案を行うことを申し出た。 

3.3.2 SRS の分類基準改正についての仏提案(03/9)は､仏が Inf.35 でその修正を提案した

が､検討時間が十分なかったとして Inf.35 を次回正式提案とすることとを申し出た。 

 

４. 容器(小型､中型及び大型) 

4.1  国連容器要件の評価 
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4.1.1 蘭の第 6章の技術的･編集上の修正を検討する W/G設置に関する提案(03/57)につい 

ては､W/G ではなく Correspondence Group(C/G)の設置が同意された。この C/G は蘭の素案

を基に各国等の意見を取り纏め､その結果を正式提案として小委員会へ提出することとし

た。小委員会は正式提案を基に W/G 設置の必要について検討することとした。 

4.1.2 UN 規則に於ける ISO 容器試験(ISO 16104)の参照に関する英国提案(03/37)に対し

ては､基準の中には UN 規則と異なる基準が含まれており賛成できないとする意見や異なる

システムによる同じ要件への適合性に疑問を呈する意見が出され､さらに ISO の作業は小

委員会の作業と重複しているとも指摘された｡小委員会と ISO TC 122 とのよりよき関係は､

ISO TC がその基準を UN 規則に完全に適合させて追加や矛盾を来たさないことである。 

4.1.2 第 6 章の容器性能試験の試験マニュアルへの採り入れについては､英国(Inf.42)及 

びドイツ(Inf.43)がその検討を提案している。これは編集上の問題ではあるが､作業量の割

にはメリットはあまり期待できないとの意見があった。 

 

4.2 性能試験(振動試験及び貫通試験) 

4.2.1 貫通試験に関するスペイン提案(03/44)は､同提案が UN 容器試験に合格した容器で

も貫通試験には合格しないものがあるとしてこの試験実施の妥当性を述べている。しかし､

板厚の減少により穴あき損傷の危険が増大したとする一方で､穴あき損傷の殆どの原因が

不適切な取扱いによるとする意見や、容器の瑕疵による事故はまれで一般的には閉鎖具の

瑕疵によるものであることから現行の UN 容器試験にさらに性能試験を加えるべきでない

とする意見が出された。  

4.2.2 仏は Inf. Document 及び Video により振動試験結果を報告し､UN 容器試験に合格し 

た容器でも振動試験には合格しないものがあることを報告した。この試験については､試験

が必ずしも通常の輸送条件を模擬してはいないが供試品に漏れや容器の変形が見られると

する意見や､容器は海上輸送や悪路での輸送における振動や種々の反復衝撃に耐えるべき

であるとする意見等が出された。 

4.2.3 振動試験及び貫通試験については､具体的提案に基づき小委員会の本会議で検討す

ることとし､仏が各国及び各業界からの意見を基に具体的規定案を作成することを申し出

た。 

仏は各国及び各業界に対し､振動試験及び貫通試験の試験パラメータや判定基準に関する

意見提出を求めた。 

 

４.3 関連提案(第 4.1､6.1､6.3､6.5 及び 6.6 章) 

4.3.1 IBCs の積重ね要件に関する豪州提案(03/56)については､英国から 7.1.1 の輸送上

の取扱いに関する一般要件として規定べきとの提案(Inf38)に豪州が同意し、英国が次回こ

れを正式提案とすることを受けて豪州はその提案を取り下げた。 

4.3.2 6.1 章から木樽に関する規定を削除し､UN3065(アルコール飲料)に限って 6.1 章の

要件に適合しない木樽を認めるとする英国提案(03/39)は､一部修正の上採択された。 

 

５．少量危険物 

5.1 少量危険物に関する検討は､去る 10 月 22-24 日に Ottawa で開催された作業部会(W/G)
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の報告書(カナダ:Inf.8)を基に行われた。 

5.2 少量危険物規定については､輸送モードによりその取扱いが異なるのをどのように 

に調和するか､殊に､少量危険物要件を少量 (limited quantities)､適用除外量(excepted 

quantities)及び日用品(consumer commodities)の 3つに区分して規定するかどうかについ

て様ざまな意見が出され､結論を得るに至らなかった。 

5.3 本件に関しては仏及びカナダが､次回会合への正式文書作成のため W/G の検討結果に

基づき素案を作成し､早急にメンバーに配布して意見を求め､次回会合に間に合うようにメ

ンバーからの意見を取りまとめて提案することとなった。 

 

６．危険物のリスト､分類及び包装 

6.1 次亜塩素酸カルシウム 

6.1.1 UN2880 の次亜塩素酸カルシウムの要件改正に関する米国提案(03/34)は､修正なく

採択された。 

6.2 関連提案(第２及び３部) 

6.2.1 危険物リストにおける含有率の表現の統一に関する南ア提案(03/18)及び金属腐食

性試験要件の改正に関するオーストリア提案(03/47)は､何れも採択(一部修正されたもの

を含む｡)された。 

 

７．化学品の分類及び表示に関する世界調和システム(GHS) 

7.1 水生環境有害性 

7.1.1 水生環境有害性物質等の要件をどのようにモデル規則に採り入れるかに関する蘭

提案(03/58)については､その実施上の困難性はあるものの GHS 勧告との調和の必要性から

蘭提案の趣旨は同意された。 

7.1.2 小委員会は､水生環境有害性を有しクラス 1-8 及びクラス 9 に属する全ての物質に 

ついては輸送規則の下で GHS の標札又は表示により特定すべきことを決定した。蘭には､

今回会合での意見を踏まえ修正提案の作成及び既に水生環境有害性に関する GHS 分類基準

に適合することが確認されている物質リストの準備が要請された。 

 

7.2 物理化学的危険性 

7.2.1 引火性液体の分類基準を GHS に調和させるべきとする米国提案(03/54)は､GHS 区分

4(60℃を超え 93℃以下)をモデル規則の引火性液体分類に含めることに同意する国が少な

く､票決の結果(3:5)､本提案は採択されなかった。ただし､米国提案にある引火性液体の PG

Ⅲの基準である 60.5℃を GHS に調和させて 60℃することについては同意された。 

7.2.2 OECD は､OECD IGUS の下に GHS の物理化学的危険性を検討するための Ad Hoc 専門家 

グループを設置したことを報告した。これについて小委員会は､既に SCEGHS との合意､即ち、

物理化学的危険性に関する新たな問題については先ず SCEGHS に提出し､その解決のために

SCETDG に照会することを想起して､Ad Hoc 専門家の設置がこの種作業の不要な重複及び

IGUS､SCEGHS 及び SCETDG 関係の複雑化に懸念を感じている。更に小委員会は､SCEGHS が物

理化学的危険性に関する全ての事項の SCETDG への照会を再確認することを望んでいる。 
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８. IAEA 放射性物質安全輸送規則との調和 

8.1 IAEA 事務局は､Inf.61 に基づき IAEA 改訂パネル(11 月 10-14 日､Bonn)で採択された

IAEA 放射性物質安全輸送規則の改訂を紹介した。この改訂はモデル規則 2.7 章及び関連規

定の改正に係るものであり､この改訂は次回会合に正式文書として提出される。 

 

９．モデル規則改正関連提案 

9.1 輸送書類の記載順序を単一順序とすべきとする米国提案(03/52)は、一部修正の上採

択された。これにより輸送書類への品名等の記載順序は、 

   UN No.・品名(PSN)・クラス(Class)又は区分(Division)・(副次危険)・容器等級 

となり､その実施は 2007 年 1 月 1 日とすることとなった。 

9.2 吸入毒性物質(TIH)には輸送書類にその旨を記載し､対象となる物質にその趣旨の SP 

を加えるとする米国提案(03/48)に対しては､品名に TIH を含める方がよい､提案に示され

た物資の中には Class6.1､PGⅠでないものや他のクラスで毒性の副次危険を有しないもの

もありその判定基準が明確ではない等の意見が出され、票決の結果(6：9)､本提案は採択さ

れなかった。 

9.3 液体を収納した内装容器の組み合わせ容器等には天地無用表示を付すべきとする米

国提案(03/55)は一部修正の上採択され､5.2.1.6 に新しく天地無用表示が加えられた(現

行 5.2.2.1.13 の天地無用表示は削除)。 

9.4 米国は携帯電話やパソコン等に用いる小型のメタノール燃料電池の新エントリーを

提案(Inf.61)した。この提案は､メタノールを燃料とする小型の電池(容量 150ml 以下)で､

Class 9､PGⅡとし､リチウム電池に対する試験に類似する試験(高度､環境､振動､落下､圧

壊)要件を規定している。この提案についてはわが国も最大容量や試験要件についてわが国

でも検討中であることを表明した。本提案に関しては､米国が各国等からの意見を踏まえて

次回正式文書として提案するとしている。 

 

10. 事故報告手順 

10.1 事務局は､RID/ADR の事故報告作成手順規定(1.8.5)を紹介した。小委員会は IMO や

ICAO に於いても事故報告作成手順が策定されていることに注目した。事故報告作成手順の

モデル規則への採り入れについては、実行上の困難性も指摘されたが､DGAC にこの問題を

検討して該当すると考えられる新提案の提出を要請した。  
 

11. 緊急措置の標準化 

11.1 CTIF は､緊急措置の標準化に関する検討事項等を紹介(Inf.14)した。小委員会は前

回会合で本件については NAEGR(North American Emergency Response Guidebook)に基づい

て検討することが同意されていることを確認した。CTIF には関係者からの意見を集めて本

小委員会で検討するための具体的提案の策定を要請した。 

 

 

12. その他の事項 

12.1 European Battery Recycling Association(EBRA)の本小委員会への参加要請(03/41)
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は採択され､EBRA がオブザーバーとして参加することとなった。 

 

12.2 次回会合予定 

25SCETDG   2004 年 7 月 5 日－14 日(AM) 

 

 

 

 

＊＊＊＊＊ 
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付録 2.7  国連分類調和専門家小委員会第５回会合議事概要報告 

 

１． 会期、参加国、議題等 

 

1.1 会期及び開催場所 

   会期 ： 平成１５年７月７日～９日 

   場所 ： 国連欧州本部(Palais des Nations、ジュネーブ) 

1.2 参加国等 

1.2.1 国及び国際機関 

(1) 委員国：オーストラリア､オーストリア､ベルギー､ブラジル､カナダ､中国､チェコ､フィ

ンランド､フランス､ドイツ､イタリー、日本、オランダ、ﾉルウェー､南アフリカ､スウ

ェーデン､英国及び米国 

(2) オブザーバー国：ブルガリア､セネガル(次回から委員国になる予定)､スイス及びザン

ビア 

(3) 国連機関及び政府間機関：UNITAR､ILO､EC 及び OECD 

(4) 非政府国際機関：AISE､CEFIC､EIGA､FIPCM､DGAC､ICCA､ISO 及び SDA 

1.2.2 わが国からの参加者(敬称略・五十音順) 

   

菅 陽二(経済産業省製造産業局化学物質管理課) 

 城内 博(日本大学大学院理工学研究科) 

関口秀俊(東京工業大学) 

津金 秀樹(経済産業省原子力安全・保安院保安課) 

 中島紀昭(全日本火薬類保安協会) 

 行木美弥(環境省総合環境政策局環境保健部環境安全課) 

 樋口政純(厚生労働者省医薬局審査管理課) 

 藤原 修三(産業技術総合研究所) 

 八十川欣勇(日本海事検定協会) 

 吉田千秋(理工学振興会･東京工業大学) 

  

 ＊ 小山 清孝(日本化学工業協会：ICCA として出席) 

 

1.3 議題の採択 

1.3.1 第４回小委員会の予定議題(ST/SG/AC.10/C.4/9)は、期限後送付された INF. Paper

を今回会合文書に含めることを承認して採択された。 

1.3.2 自己反 応 性 物質 の 分 類に 関 す る仏 提 案 (03/5)及び これ に 関 連す る 英 国提案

(5/INF12)は､SCETDG での検討が持ち越されたことから取り下げられた。 
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２. 会期外作業部会報告 

 

2.1 会期外通信作業部会(Informal Correspondence Group：ICG)の報告及びこれに対する

検討は､本会議の時間を割いてそれぞれの作業部会において行われた。これに対し､本会議

の時間を作業部会に割くべきではないとの意見もあり､今回はこの方法をとるが次回以降

は本会議の時間を作業部会には当てないこととなった。 

 

2.2 注意書き作業部会(PSWG) 

2.2.1  PSWG 部会長(ドイツ)は、ICG には注意書きに関する提案を配布しメンバーの意見

を求めたが､殆ど意見がなく具体的提案を作成できなかったことを報告し､取り得る種々の

選択肢について説明した。 

2.2.2 PSWG での検討結果は次のとおりであり､本件に関する意見は 8月中旬までに部会長

に提出することとなった。 

(1)  GHSの注意書きは､有害情報に基づくものとし､注意書きについての IPCS用語及びその

他利用可能な用語を考慮して作成する。 

(2)  注意書きの内容は､物理化学的危険性､健康有害性及び環境有害性を均等に取扱うも

のとする。 

(3)  貯蔵､使用､防護具､事故及び廃棄については､「予防」と「措置」に分けて対応するこ

とを検討する。 

 

2.3 SDS 作業部会(SDSWG) 

2.3.1  SDSWG は､SDS の内容についての部会長(オーストラリア)の ICG の検討結果報告に

基づいて検討を行い､次の結果を得た。本件に関する意見は 7 月末までに部会長に提出する

こととなった。  
(1) SDS 記載指針(Guidance Document)は独立した文書とし、この指針における定義及び見

出しは GHS と整合させる。 

(2) 閾値の問題や混合物に関する適切な情報の準備等の ICG での意見を踏まえ､指針案作

成のためのグループを設ける。 

(3) 指針改定案は次回会合の正式文書提出期限に間に合わないので､INF.書類として提出

する。 

 

2.4 表示作業部会(LWG) 

2.4.1  LWG 部会長(米国)は ICG での検討における意見の殆どが産業界からのものであっ

たことを報告した。 

2.4.2  LWG の検討結果概要は次のとおりであり､これに対する意見は 8 月 15 日までに部

会長に提出することとなった。 

(1) 作業としては先ず GHS の表示に関する指針(Guidance)を作成し､次に GHG 勧告 1.4.10

項の改正を検討する。 

(2) 絵柄の寸法及び表示場所に関して､輸送における絵柄(標札)の寸法は現行維持が同意

されたが､他の分野の寸法は多様であるとの見解が示された。 
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(3) 輸送と他の分野の絵柄の区別ついては､既にある程度の区分がなされているので更な

る検討は必要ないことが同意された。各分野で用いられている用語に対する理解が異

なっているので、今後の検討が必要である。 

(4) 複数の危険性を有する場合のそれらの優先順位については、輸送においては既に緊急

時対応の観点からの危険性優先順位が存在するものの､他の分野での優先順位とは整

合していないのが LWG の認識である。輸送以外の分野においては､複数の危険性を有す

る場合は多過ぎる情報は避けるべきであるが、輸送のように制限すべきでない。 

(5) 時間的関係から､次回会合に ICG での検討状況に関する報告を INF.書類として提出し、

その後の検討結果は 1.4.10項の改正案を含めて来年 7月の会合に正式文書として提出

する。 

 

３. 他の国際機関との協力 

 

3.1 OECD 

3.1.1 OECD 事務局は､前回 SCEGHS の要請に基づいて「陸生有害性評価に関する OECD の作

業経緯及び現状の概要」(03/2)を説明した。陸生有害性については､陸生環境に対する工業

製品の有害性に関する調査が行われることとなっている。SCEGHS の作業計画に係る陸生有

害性の分類基準を策定するための十分な情報はないが次回会合にはその進捗状況を OECD

が報告することとなった。 

3.1.2 水反応性物質の内､水と反応して毒性ガスを放出する物質についてはガス放出率を

分類基準に含めるべきとイタリーが提案した。ドイツはこの物質については、ガス放出率､

TDG の試験方法との比較における粘性及び吸入毒性危険に関する“airway”の定義につい

て検討すべきであるとした。OECD は水と反応して毒性ガスを放出する物質の関する検討結

果を SCEGHS に提出することを申し出た。 

 

3.2 オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書 

3.2.1 モントリオール議定書事務局の出席がなかったので､本件に関する検討は次回に延

期されることとなった。 

 

3.3 バーゼル条約 

3.3.1 バーゼル条約事務局は､提案文書(03/4)によりバーゼル条約上の廃棄物の分類及び

有害特性並びに条約締約国会合における検討状況について報告した。これに対し､条約附属

書Ⅲに示されている有害性分類､殊に､H6.2(感染性病原物質)､H10(毒性ガス放出)､H11(遅

効性又は慢性毒性)については GHS 分類基準と整合していないことが指摘された。 

3.3.2 バーゼル条約と GHS の分類基準を整合させるため SCEGHS としての意見をまとめる

べきであることから､コレスポングンデンスループ(フィンランド､ドイツ及び米国が参加)

を設けて検討し､その結果を次回会合に提出することとなった。 

 

3.4 その他の国際機関 

3.4.1  SCEGHS は､ POP 条約や PIC 条約と GHS ととの関連について説明を受けるため、こ
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れら条約の事務局の次回会合への出席を求めるよう事務局に要請した。 

 

４. GHS の改正提案 

4.1  GHS の改正提案に関する検討結果の主なものは次のとおりである。 

4.1.1 毒性ガス混合物の分類に関する EIGA 提案(03/1)については､他の摂取経路との関

係､人の経験による分類基準の考慮､例示ガスの数の少なさ(3 種類)等､種々の意見が出さ

れ､結論が得られず､次回 EIGA からの更なる情報提供を待って検討することとなった。 

4.1.2 エアゾールの定義の修正が事務局から提起され､第 1.2 章の定義を削除することと

した。 

4.1.3 判定ロジック図(3.5.2､3.6.2 及び 3.7.2)の一部が修正された。 

 

５. GHS の実施 

5.1 ドイツ､カナダ､EC､及び米国は､GHS の実施に関する準備作業について報告した。 

 

６. 管理能力強化 

6.1 UNITAR は､GHS の管理能力強化に関する UNITAR/ILO や UNITAR/ILO/OECD との協力作業

状況について報告した。 

6.2 ザンビア及びセネガルは､それぞれの国における GHS 実施に関する活動について報告

した。 

 

７. その他の事項 

7.1 SCETDG の報告 

7.1.1  SCETDG 議長は､SCEGHS 会合の前週に開催された SCETDG における GHS 関連事項の次

の検討結果概要を報告した。 

(1) GHS に基づく輸送規則の分類基準の見直しに関しては､今次 2 年間(2003‐2004)で急

性毒性及び腐食性について検討を行うが､物理化学的危険性を検討する予定はない。 

(2) 吸入毒性物質に対する新たな標札の採り入れに関する米国提案趣旨が同意され､具体

的検討は次回会合で行われる。若し新標札が採択された場合には、それに基ずく GHS

改正案を提案する。 

(3) 慢性毒性等､現在輸送規則に含まれていない GHS の危険有害性については､現時点で

はこれを検討する予定はないが､将来その必要性が提起されるかもしれない。 

(4) GHS の水生環境有害性の分類は､昨年 12 月の第 1 回 TDG/GHS 委員会で承認された輸送

規則(13 版)に取り入れられている。 

7.2 ECOSOC 決議案 

7.2.1 わが国は TDG/GHS 委員会で承認された ECOSOC 決議案に対して修正提案を出してい

ることの意見を述べた。これに対し事務局から､この決議案は SCETDG ､ SCEGHS 及び

CETDG/GHS で検討承認の上 ECOSOC に提出されたものであるとの指摘がなされた。 

 

 

＊＊＊＊＊ 
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付録 2.9  国連分類調和専門家小委員会第６回会合議事概要報告 

 

１． 会期、参加国、議題等 

 

1.1 会期及び開催場所 

   会期 ： 平成１５年１２月１０日～１２日 

   場所 ： 国連欧州本部(Palais des Nations、ジュネーブ) 

1.2 参加国等 

1.2.1 国及び国際機関 

(1) 委員国：オーストラリア､オーストリア､ベルギー､ブラジル､カナダ､中国､チェコ､フィ

ンランド､フランス､ドイツ､ギリシャ､イタリー、日本、オランダ、ﾉルウェー､南アフ

リカ､スペイン､スウェーデン､英国及び米国 

(2) オブザーバー国：ロシア及びセルビア･モンテネグロ 

(3) 国連機関及び政府間機関：UNEP(Basel & Ozone)､UNITAR､ILO､WHO(IPCS)､CEC 及び OECD 

(4) 非政府国際機関：AISE､CEFIC､EIGA､IFPCM､DGAC､ICCA､ISO､IPIECA 及び SDA 

1.2.2 わが国からの参加者(敬称略･五十音順) 

  菅 陽二(経済産業省製造産業局化学物質管理課) 

 城内 博(日本大学大学院理工学研究科) 

津金 秀樹(経済産業省原子力安全･保安院保安課) 

 中島紀昭(全日本火薬類保安協会) 

 行木美弥(環境省総合環境政策局環境保健部環境安全課) 

 藤原 修三(産業技術総合研究所) 

  三宅 庸雅(日本海事検定協会) 

 八十川欣勇(日本海事検定協会) 

 吉田千秋(理工学振興会･東京工業大学) 

  

 ＊ 小山 清孝(日本化学工業協会：ICCA として出席) 

 

1.3 議題の採択 

1.3.1 第 6回小委員会の予定議題(ST/SG/AC.10/C.4/11&Add.1)は、期限後送付された INF. 

Paper を含めて採択された。 

1.3.2 自己反 応 性 物質 の 分 類に 関 す る仏 提 案 (03/5)及び これ に 関 連す る 英 国提案

(5/INF.12)は､SCETDG での検討が持ち越されたことから取り下げられた。 

 

２．GHS の改正提案 

 

2.1 毒性ガス混合物の分類 

2.1.1 毒性ガス混合物の分類に関する EIGA 提案(03/7)は､前回会合での提案(03/1)に対

する意見を踏まえて提案されたものであるが、この提案にはまだ解決すべき多くの問題､



-97- 

例えば､ヒトの経験の考慮､作業曝露限度の解釈の誤り等のあることが指摘された。 

2.1.2 指摘されたこれらの問題点を検討するため､コレスポンダンスグループ(CRPWG)(ベ

ルギー(主査)､オーストリア､カナダ､フランス､ドイツ､イタリ-､日本､米国､CEFIC､EIGA 及

び ICCA)の設置が承認され､本件は今後継続検討されることとなった。 

2.2 水反応毒性物質等の分類 

2.2.1 反応毒性物質等の分類に関する OECD 提案(03/9)についてフランス(6/INF.6)は､こ

の種類の物質等を GHS の分類に含めることには賛成するが､OECD 提案にはガス発生率の考

慮等問題点が含まれているとして次回修正提案を提出することを申し出た。 

2.2.2 この件の具体的検討作業の進め方について､フォーカルポイントとしての OECD で

の検討を尊重すべきとする意見や SCEGHS で具体的に検討すべきとする意見等が出された。

本件について SCEGHSはフォーカルポイントとしての OECDの役割を是認するが､その検討は 

例外的に設ける CRPWG(フランス(主査)､ベルギー､カナダ､ドイツ､日本､米国､CEFIC 及び

ICCA)に於いて行い､次回会合にその結果を提案することとした。 

 

３. 会期外 CRPWG 報告 

 

3.1 SDSWG 

3.1.1  SDSWG 主査(豪)は､SDSWG 報告書(6/INF.8)に基づいて､検討は進められているがさ

らに検討が必要とされる事項が残されており､今回会合の議論を踏まえて SDSWG での検討

を経て、次回会合に正式提案を行いたいと報告した。 

3.1.2 SDSWGが提案した SDS指針文書案(6/INF.1)は､GHSの別冊ではなく付録(Annex)とす

ることが同意され､同提案を GHS と整合を持たせるように修正の上次回会合に提案される

こととなった。 

 
3.2 注意書き WG(PSWG) 

3.2.1  PSWG 主査(ドイツ)は PSWG 報告書(6/INF.2、6/INF.9)に基づいて､この注意書きは

定期的な調整や最新化が必要となるので GHS の附属書として特化し､ICCA 提案に基づいて

検討を行い､今回の検討結果を含めて次回総合改訂案を提案したいと報告した。 

3.2.2 この報告について ISO は､ISO と同じ表示及び形象を用いる場合には ISO に定める

用語定義に整合させるべきであると指摘した。これに対しドイツは､ISO を用いるか否かは

任意であり､その意味では GHS と同様であるとし､この意見を他のメンバーも支持した。 

 

3.3 表示 WG(LWG) 

3.3.1  LWG 主査(米国)は LWG 報告書(6/INF.7)に基づいて､現時点では単一包装物に対す

る危険物輸送と GHS の情報との関連についてのみ合意が得られており､案文が単なる GHS

の 1.4.10 及び附属書 6 の改訂であればその作業は終了しているが､別の指針文書とするな

らばその検討が必要であると報告した。 

3.3.2 報告書に示された環境有害性の絵表示について若干の委員がこれをもっと大きく

すべきであるとしたことに対し､この報告書の例は単に輸送の標札と GHS の絵表示との寸

法の違いを明確にするために示したものであるとの見解が述べられた。 
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3.3.3 GHS の環境有害性表示について事務局は､SCETDG における環境有害性絵表示の使用

や IMO における海洋汚染物質表示について検討が行われていることを報告し､本件に関し

てはこれらの検討結果をべきであると助言した。 

3.3.4 議長は､LWG に対し今回会合での議論を踏まえ現行附属書 6 の例示と矛盾しないラ

ベル例を含む修正提案の策定を､及び CEFIC に対し非常に小さい包装物のラベル表示を調

査し正式提案の作成を､それぞれ要請した。さらに議長は､小委員会と ISO の作業の重複を

避けるために相互協調が必要であることを指摘した。 

 

４． 危険物輸送勧告との調和 

 

4.1  SCETDG 議長は､SCETDG における GHS に係る事項､特に自己反応性化学品、引火性液体

及び水生環境有害性に関する検討状況の概要 (6/INF.11)を報告した。 

4.1.1 有機過酸化物(モデル規則区分 5.2)の新標札の提案は､結論が得られず次回継続し

て検討することとなった。米国は本件が GHS とも関係するところから SCEGHS にも提案して

そこでの検討がなされるべきであることを指摘した。 

4.1.2 引火性液体の引火点の上限を GHS に合わせて 93℃(GHS の区分 4)にすべきとの提案

は､合意が得られず現行のまま引火点 60℃(GHS の区分 3)(現行 60.5℃は 60℃に改正する｡)

とすることとなった。 

4.1.3 OECD IGUS に物理化学的危険性に関する専門家グループが設置されたことについて、

物理化学的危険性に関しては SCETDG が従来からそのフォーカルポイントとされていので、

SCETDG は本件に関する SCEGHS の確認を要請する。 

4.1.4 水生環境有害性については､既にモデル規則に GHS の分類基準が採りいれられてい

るが､その輸送要件に関する検討が次回引き続き行われる。 

 

4.2 本小委員会は､危険物輸送勧告及び GHS の改訂に係る提案については同時に SCETDG

と SCEGHS 双方に提出すべきこととし､物理化学的危険性のフォーカルポイントに関する

SCETDG の要請については､今後も SCETDG がそのフォーカルポイントであることを再確認し

た。 

4.3 SCEGHS の今後の作業方法､殊にフォーカルポイントとの関連を検討するための

CRPWG(カナダ(主査)､OECD､UNECE､ブラジル､フィンランド､フランス､イタリ-､オーストリ

ア､ベルギー､ドイツ及びノールウェイ)の設置が承認され､次回会合で検討するための提案

を作成することとなった。 

 

５.  他の国際機関との協調 

 

5.1 オゾン層破壊物質等(ODS)に関する UNEP オゾン事務局 

5.1.1 オゾン事務局は､前回会合に提出したオゾン層保護に関するウイーン条約及びモン

トリオール議定書における分類及び表示に関する内容の文書(03/3)を説明した。 一方､オ

ーストリア他欧州 9 ヶ国による ODS の GHS における分類及び表示の規定案の考え方の提案

(03/6)は EU の ODS に関する要件に基づく内容であり､欧州勢がこれに賛意を示したが､豪､
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米等は時期尚早であるとした。わが国は､趣旨には賛成するものの具体的内容についての更

なる検討が必要である旨の意見を述べた。 

5.1.2 本件に関しては､今後 CRPWG(フィンランド(主査)､オーストリア､ベルギー､フラン

ス､ドイツ､イタリ-､日本､米国及び ICCA)を設置して検討を行うが､時期的な作業計画は定

めないこととした。 

 

5.2 IFCS Forum Ⅳ 

5.2.1 本小委員会議長(Forum Ⅳの主要オーガナイザーである｡)は､6/INF.5 に基づき昨年

11 月バンコックで開催された IFCS Forum Ⅳの概要を報告した。その中で議長は､Forum Ⅳ

が採択した GHS に関する行動計画に注目することを小委員会に要請した。 

 

5.3 UNEP  

5.3.1 UNEP 事務局は､昨年 11 月バンコックで開催された UNEP SAIAM の準備会合の討議内

容について､SAIAM において GHS は重要な要素であることの認識はあるが､これに関しては

まだ緒についたばかりであると報告した。 

5.3.2 UNEP 事務局は､PIC(ロッテルダム)条約が 2004 年 2 月に発効することを報告した。 

その中で UNEP 事務局は､条約には化学品の分類及び表示(GHS に係る)に関する規定がある

ことを指摘し､条約発効後直ちに条約規定の実施について検討するための実施委員会が設

置される予定であることを報告した。 

5.3.3  UNEP 事務局は､POPs(ストックホルム)条約の現状について報告した。 

 

5.4 バーゼル条約 

5.4.1 前回合意に基づく CRPWG の検討結果は､米国が代表して提案文書(03/8)により報告

した。 

5.4.2 小委員会は同提案の付録の書簡案を承認し､これを条約事務局へ送付して今後の更

なる相互協力を進めることとした。これに対し条約事務局は､本提案に対する本小委員会の

対応に謝意を表すと共に､本書簡を受理次第 OEWG に報告することを確約した。 

5.4.3 小委員会は､条約 OEWG が条約と GHS の分類基準調和のための合同 W/G の設立を望む

ならば、本件に関するコレスポンダンスグループの設置を予定している(その構成は 2004

年 7 月に決定)。 

 

5.5 OECD 

5.5.1 OECD 事務局は､前回会合以降の GHS に係る作業の進捗状況について報告した。その

概要は次の通りである。 

(1)  呼吸有害性に関しては､懸案事項が OECD HCL タスクフォースで解決され､間もなく

OECD において承認されるので､SCEGHS のメンバーは 7 月会合の正式提案が入手可能と

なる。HCL タスクフォースの報告書案は SCEGHS 出席者全員に 2003 年 11 月メールで回

章したことを本小委員会事務局が報告した。 

(2)  気道刺激及び麻酔有害性に関しては､GHS 第 3.8 章の特定標的臓器毒性(単回暴露)に

これら 2 つの有害性を含めるよう提案する。第 3.8 章の改訂を検討する際には OECD の
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専門家が本章を簡明に理解し易くするための若干の提案(現行分類基準や表示等の改

訂を伴わない｡)を行う。 

(3)  GHS第 3.1章の改訂提案に関する作業は､順調に進んでおり､タスクフォースの同意が

必要な最後の問題は､粉塵､煙霧及び蒸気の定義である。 

(4)  感作性､生殖毒性､発ガン性､水生環境有害性及び陸生環境有害性に関する作業は､緒

についたばかりである。 

5.5.2 この OECD の報告に関して､OECD が予定している提案はそれが編集上又は実質的な

ものかの区別は困難であり､特定部分の改訂が結果的に他の部分の改訂を伴うこととなる

ので､SCETDG ではこれら改訂提案を歓迎しないとする意見が多かった。 

5.5.3 小委員会は､OECD が SCETDG の所管事項である物理化学的危険性を検討するために

IGUS の下部組織として Ad Hoc 専門家グループの設置を承認したことの報告を受けた。 

これについて若干のメンバーは､GHS の物理化学的危険性のフォーカルポイントが SCETDG

であり､新設グループの作業と SCETDG の作業との重複は避けるべきであり､その作業内容

と権限を明確にすべきであるとした。議長は､物理化学的危険性に関する検討の重複は避け

なければならず､SCEGHS のフォーカルポイントが SCETDG であることを再度是認した。 

5.5.4 議長の提案により SCEGHS は､本小委員会と OECD タスクフォースとの協調増進の方

法を検討するために CRPWG を設けることとなった(4.3 項参照)。 

 

６.  GHS の実施 

6.1 カナダ､米国､EC､フィンランド､ブラジル､日本及びドイツは､それぞれ GHS の実施に

関する準備作業状況について報告した。 

 

７. キャパシティ･ビルディング 

7.1 UNITAR は､6/INF.4 に基づき UNITAR/ILO のキャパシティ･ビルディング計画の現状を

報告した。 

 

８. その他の事項 

8.1 事務局は､CETDG 及び CETDG&GHS の作業に関する ECOSOC 決議(2003/64)が 2003 年 7 月

25 日に採択されたことを報告した｡ 

8.2 事務局は､セルビア･モンテネグロが本小委員会への正式メンバーとしての参加を要

請し､この要請を UNECE 事務局長から ECOSOC2 送付されていることを報告した。 

8.3 次回会合は､2004 年 7 月 14 日から 17 日である。次回会合への提案文書の締め切りは

単一言語の場合には 2004 年 5 月 3 日､英･仏語同時提出の場合には 5 月 31 日とされた。 

 

 

＊＊＊＊＊ 



 
 
 
 
 
 
 

付録３ 第 8回 DSC 小委員会への日本提案 


























